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石川県長寿社会課 



 

別記様式第3号(第4条関係) 

 

指定居宅サービス事業者 

介 護 保 険 施 設 

指定介護予防サービス事業者 

に係る変更届出書 

 

年  月  日 

  石川県知事    様 

 

住 所                 

届出者 (所在地)                

氏 名                 

(名称及び代表者の氏名)         

 

  介護保険法第41条第1項本文(第48条第1項第1号、第53条第1項本文、第94条第1項、第107条第1項)又

は旧介護保険法第48条第1項第3号の規定による指定(許可)に係る事項を変更しましたので、介護保険

法第75条第1項(第89条、第99条第1項、第113条第1項、第115条の5第1項)又は旧介護保険法第111条の

規定により届け出ます。 

  介護保険事業者番号 １ ７         

指定内容を変更した事業所(施設) 
名 称   

所在地   

サ ー ビ ス の 種 類   

変 更 が あ っ た 事 項 変 更 の 内 容 

1 事業所(施設)の名称 (変更前) 

2 事業所(施設)の所在地 

3 主たる事務所の所在地 

4 代表者(開設者)の氏名、生年月日及び住所 

5 
登記事項証明書・条例等(当該事業に関するも

のに限る。) 

6 
事業所(施設)の建物の構造、専用区画等(介護

老人保健施設及び介護医療院を除く。) 

7 
備品(訪問入浴介護事業及び介護予防訪問入浴

介護事業に限る。) 

8 
事業所(施設)の管理者の氏名、生年月日及び住

所(介護老人保健施設及び介護医療院を除く。) 

9 サービス提供責任者の氏名、生年月日及び住所 

10 運営規程 (変更後) 

11 
協力医療機関(病院)・協力歯科医療機関(介護

老人保健施設及び介護医療院を除く。) 

12 事業所の種別 

13 提供する居宅療養管理指導の種類 

14 
事業実施形態(本体施設が特別養護老人ホーム

の場合の単独型・空床利用型・併設型の別) 

15 入院患者又は入所者の定員 

16 
福祉用具の保管・消毒方法(委託している場合

にあっては、委託先の状況) 

17 併設施設等の状況 

18 介護支援専門員の氏名及び登録番号 

変 更 年 月 日 年   月   日 

 備考1 該当項目番号に○印を付してください。 

    2 変更内容がわかる書類を添付してください。 

      3 この様式において「旧介護保険法」とは、健康保険法等の一部を改正する法律（平 

成 18 年法律第 83 号）附則第 130 条の 2 第 1 項の規定によりなおその効力を有するものとされ

た同法第 26 条の規定による改正前の介護保険法をいいます。 
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最終更新日：平成３０年１０月１日

以下の変更事項が生じた場合は、変更の日から１０日以内に届け出ることになっています。

変更届出書に以下の書類を添付して提出してください。

変更があった事項 添　付　書　類

1 事業所の名称 運営規程、付表

3 主たる事務所の所在地 法人の登記事項証明書

（訪問看護ステーションの場合）
付表、管理者の経歴書、勤務形態一覧表

（特養の場合）
付表、管理者の経歴書、資格証の写し、勤務形態一覧表

10 運営規程 運営規程など（変更の内容によります）

16 委託先変更 契約書、委託先のマニュアル

場合によっては上記以外の書類も提出していただくことがございますのでご了承ください。

4
代表者（開設者）の氏名、生年月
日及び住所

法人の登記事項証明書、誓約書

9
サービス提供責任者の氏名、生
年月日及び住所

付表、サービス提供責任者の資格証の写し、勤務形態一覧
表

事業所（施設）の管理者の氏名、
生年月日及び住所

8

5
登記事項証明書・条例等（当該事
業に関するものに限る）

法人の登記事項証明書

事業所（施設）の建物の構造、専
用区画等

事業所（施設）の平面図6

変更届出書の添付書類について

事業所の所在地
運営規程、付表、事業所の土地・建物登記簿謄本（賃貸の
場合は契約書の写し）、変更後の事業所の平面図

2

※変更事項によっては、業務管理体制に係る変更届出書も必要になる場合がありますので、

　 別添「業務管理体制に係る届出事項の変更届出書について」を参照のうえ届出願います。

留意事項：1.通所サービスにおける定員の変更、サービス提供時間の変更は、「10 運営規程」の
　　　　　　　 変更になります。
　　　　　　　　添付書類
　　　　　　　　　（定　    員）：運営規程、付表、勤務形態一覧表
　　　　　　　　　（提供時間）：運営規程、提供時間が長くなる場合は付表、勤務形態一覧表
　　　　　　　2.誓約書を添付される場合は、該当する条文にご注意ください。
　　　　　　　　また介護予防サービスと一体的に事業を行っている場合は、居宅サービスと
　　　　　　　　介護予防サービス両方の誓約書を添付してください。
　　　　　　　3.介護支援専門員の異動変更は「18 介護支援専門員の氏名及び登録番号」
　　　　　　　　に該当します。

7
備品（訪問入浴及び介護予防訪
問入浴に限る）

備品一覧

付表、勤務形態一覧表

18
介護支援専門員の氏名及び登録
番号

勤務形態一覧表、資格証の写し、介護支援専門員異動報
告書

11 協力医療機関・協力歯科医療機関との契約書の写し
協力医療機関（病院）・協力歯科
医療機関
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様式第５ 

 

社会福祉法人役員等変更届 

 

                    年  月  日 

石川県知事      殿 

 

                 所 在 地 

                 社会福祉法人名 

                  代表者職・氏名          
 

   社会福祉法人の（理事長・理事・監事・施設長）を下記のとおり変更 

しましたので、関係書類を添付のうえ、届出します。 

              

記 

 

 

施 設 種 類  施設名  

変更年月日        年  月  日 

変更の理由  

区 分 変 更 前 変 更 後 

氏 名   

生 年 月 日 年  月  日 年  月  日 

住 所   

親族等の特殊

関係人の有無

及び続柄 

  

役員の資格等   

そ の 他 の 

特 記 事 項 
  

 

 

注１ 評議員の変更に伴う変更届は不要。 

注２ 他の社会福祉法人の理事長に就任している場合は、その他の特記事項の欄に 

その法人名を記載すること。 
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別記様式第１０号（第１１条関係） 

受付番号  

 

業務管理体制の整備（区分の変更）に係る届出書 

年  月  日  

石川県知事    様 

 

住 所 

（所在地） 

届出者   氏 名           

（名称及び代表者の氏名）                

 

 介護保険法第 115 条の 32 第 2 項（第 4 項）の規定により業務管理体制の整備（区分

の変更）について届け出ます。 

事業者（法人）番号             １ ７    

１ 届出の内容 

 (1)介護保険法第 115 条の 32 第 2 項関係（整備） 

(2)介護保険法第 115 条の 32 第４項関係【区分の変更 （区分変更前）（区分変更後）】 

２ 

 

事 

 

業 

 

者 

フリガナ 

名  称 

 

 

住  所 

（主たる

事務所の

所在地） 

（郵便番号   －    ） 

 

（ビルの名称等） 

連絡先 電話番号  FAX 番号  

法人の種

別 
 

代表者の

職名・ 

氏名・生年

月日 

職 名  
フリガナ 

氏 名 

 

生年月日  年 月 日 
 

代表者の

住所 

（郵便番号   －    ） 

（ビルの名称等） 

３ 事業所等

の名称等及び

所在地 

事業所等の 

名   称 
指定（許可）年月日 

介護保険事業所番号 

（医療機関等コード） 
所 在 地 

 

計  カ所 

   

４ 介護保険法

施行規則第 140

条の 40 第１項第

2号から第４号ま

でに規定する届

出事項 

第２号 

フリガナ  

生年月日 年 月 日 
法令遵守責任者の氏名  

第３号 業務が法令に適合することを確保するための規程の概要（別添資料のとおり） 

第４号 業務執行の状況の監査の方法の概要（別添資料のとおり） 
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備考  

１ 新規に業務管理体制を整備した事業者及び業務管理体制を届け出た後、事業所等の

指定や廃止等に伴う、事業展開地域の変更により、届出先区分の変更が生じた事業者

は、この様式を用いて関係行政機関に届け出てください。 

  なお、届出先区分の変更が生じた事業者は、区分変更前と区分変更後の行政機関の

それぞれに届出が必要です。 

届出先区分  届出先  

事業所等が３以上の地方厚生局の管轄区域に所在

する事業者  
厚生労働大臣  

事業所等が２以上の都道府県の区域に所在し、か

つ、２以下の地方厚生局の管轄区域に所在する事

業者  

事業者の主たる事務所が所在する

都道府県知事  

事業所等が同一中核市内にのみ所在する事業者  中核市長  

地域密着型サービス（地域密着型介護予防サービ

スを含む。）のみを行う事業者で、事業所等が同

一市町内に所在する事業者  

市町長  

上記以外の事業者  都道府県知事  

 

２ 「２ 事業者」の「法人の種別」欄は、事業者が法人である場合に「社会福祉法

人」、「医療法人」、「一般社団法人」、「一般財団法人」、「株式会社」等の別

を記載してください。 

３ 事業者の名称、住所、法人の種別、代表者の職名、代表者の住所等は、登記内容

と一致しているか確認の上記載してください。 

４ 「３ 事業所等の名称及び所在地」については、みなし事業所を除いた事業所等

を記入し、「事業所名称」欄に事業所等の合計の数を記入してください。書ききれ

ない場合は、記入を省略し、別添資料として差し支えありません。（既存の資料の

写し可） 

５ 「４ 介護保険法施行規則第 140 条の 40 第１項第２号から第４号までに規定す

る届出事項」については、事業所等数が、２０以上の事業者にあっては第３号の届

出、１００以上の事業者にあっては第４号の届出が必要となります。第２号につい

ては、その氏名(ﾌﾘｶﾞﾅ)及び生年月日を記入してください。第３号及び第４号を届

け出る場合は、別添資料としてください。 

５ 

区

分

変

更 

区分変更前行政機関名称 

担当部（局）課 
 

事業者（法人）番号  

区分変更の理由  

区分変更後行政機関名称 

担当部（局）課 
 

区分変更日    年   月   日 
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別記様式第１１号（第１１条関係） 

受付番号  

 

業務管理体制に係る届出事項の変更届出書 

年  月  日  

石川県知事    様 

 

住 所                 

 (所在地)                

届出者  氏 名                 

(名称及び代表者の氏名)        

 

 介護保険法第１１５条の３２第３項の規定により業務管理体制に係る届出事項の変
更について届け出ます。 

 

変更の内容  

（変更前）  

 

 

 

 

 

（変更後）  

 

 

 

 

 

 

事業者（法人）番号 A            １ ７    

変更があった事項 

１ 事業者の名称、法人の種別  

２ 事業者の住所（主たる事務所の所在地）、電話番号、ＦＡＸ番号  

３ 代表者氏名、生年月日                

４ 代表者の住所、職名 

５ 事業所等の名称及び所在地 

６ 法令遵守責任者の氏名及び生年月日 

７ 業務が法令に適合することを確保するため規程の概要 

８ 業務執行の状況の監査の方法の概要 
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備考 

１ 事業者の名称、住所、法人の種別、代表者の職名、代表者の住所等は、登記内容と

一致しているか確認の上記載してください。 

２ 「変更があった事項」の該当項目番号に○を付け、「変更の内容」に具体的に記入

してください。 

  なお、書ききれない場合は、変更の概要を記入の上、別添資料として差し支えあり

ません。（既存の資料の写し可） 

３ 「５ 事業所等の名称及び所在地」については、みなし事業所を除いた事業所等の

指定や廃止等により事業所等の数に変更が生じ、整備する業務管理体制が変更された

場合にのみ届け出てください。 

  この場合、「変更前」欄と「変更後」欄のそれぞれに、指定等事業所等の合計の数

を記入し、「変更後」欄に追加又は廃止等事業所等の名称称、指定（許可）年月日、

介護保険事業所番号（医療機関等コード）、所在地を記入してください。書ききれな

い場合は、記入を省略し、別添資料として差し支えありません。 

４ 「７ 業務が法令に適合することを確保するための規程の概要」及び「８ 業務執

行の状況の監査の方法の概要」については、事業者の業務管理体制の変更を行う場合

（組織の変更、規程の追加等）に届け出てください。規程の字句の修正等体制に影響

を及ぼさない軽微な変更は、届出の必要はありません。 
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業務管理体制の届出に係る変更届が必要となる場合は以下のとおりです。

変更事項 添付書類

1 事業者の名称、法人の種別 －

2
事業者の住所〈主たる事務所の
所在地）、電話番号、FAX番号

－

3 代表者氏名、生年月日 －

4 代表者の住所、職名 －

5 事業所名称等及び所在地 －

6
法令遵守責任者の氏名及び生年
月日

－

7
業務が法令に適合することを確保
するための規程の概要

概要がわかる資料

8
業務執行の状況の監査の方法の
概要

概要がわかる資料

介護サービス事業者の業務管理体制を整備することが必要になりました。

届出先は、法人によって異なります。

届出様式、届出先等詳しい内容については、下記よりダウンロードできます。

http://www.pref.ishikawa.jp/ansin/wam/tuuchi/gyoumukannrisekininnsya/gyoumuindex.htm

業務管理体制に係る届出事項の変更届出書について

平成２１年５月１日施行の介護保険法（平成９年法律第１２３号）により、
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○ 法令遵守の義務の履行を確保するため、業務管理体制の整備を義務付けることにより、指定取消事案

などの不正行為を未然に防止するとともに、利用者の保護と介護事業運営の適正化を図る。

（業務管理体制整備の内容）

20未満

法令遵守責任者の選任

２０以上１００未満

法令遵守責任者の選任

法令遵守
マニュアルの整備

法令遵守責任者の選任

100以上

法令遵守
マニュアルの整備

法令遵守
に係る監査

区 分 届出先

① 指定事業所が３以上の地方厚生局管轄区域に所在する事業者 厚生労働大臣

② 指定事業所が２以上の都道府県に所在し、かつ、２以下の地方厚生

局管轄区域に所在する事業者
主たる事務所の所在地の都道府県知事

③ 指定事業所が同一指定都市内にのみ所在する事業者 指定都市の長

④ 指定事業所が同一中核市内にのみ所在する事業者（※２） 中核市の長

⑤ 地域密着型サービスのみを行う事業者で、指定事業所が

同一市町村内にのみ所在する事業者
市町村長

⑥ ①から⑤以外の事業者 都道府県知事

【届出先】

指定又は許可を受けて
いる事業所数（※１）

（※１） 事業所数には、介護予防事業所は含むが、みなし事業所及び総合事業における介護予防・生活支援サービス事業所は、含まない。

（みなし事業所とは、病院等が行う居宅サービス（居宅療養管理指導、訪問看護、訪問リハ及び通所リハ）であって、健康保険法の指定があったとき、

介護保険法の指定があったものとみなされている事業所のこと。

（※２）指定事業所に介護療養型医療施設を含む場合の事業者を除く。（届出先は、都道府県知事） １

１ 介護保険事業者における業務管理体制の整備と届出先

２ 業務管理体制の整備

方針の策定

規程・体制
の整備

評価・改善

【法令等遵守※１態勢※２の概念図】
【事業所数１００以上の事業者】

○法令遵守責任者の選任

○法令遵守規程の整備

○法令遵守に係る監査の実施

【事業所数２０以上１００未満の事業者】

○法令遵守責任者の選任

○法令遵守規程の整備

【事業所数２０未満の事業者】

○法令遵守責任者の選任

〈事業者自らの取り組み〉 〈法令による義務付け〉

業務管理体制は、事業者自ら組織形態に見合った合理的な体制を整備するものであ

り、事業者の規模や法人種別等により異なるものであること。また、省令で定める整備
の基準は、事業者が整備する法令等遵守態勢の一部であることに留意する。

※１ 法令等遵守とは、単に法令や通達のみを遵守するのではなく、事業を実施する上で必要な法令の目的（社会的要請）や社会通念に沿った適応を
考慮したもの。

※ ２ 「態勢」とは、組織の様式（体制）だけでなく、法令等遵守に対する姿勢や体制づくりへの取組みを指している。

（ＰＬＡＮ）

（ＤＯ）

（ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ）

２
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全て同一の

指定都市内

である

届出先は、

当該都道府県

です

複数の都道府県である

その都道府県は、いくつの地方厚生局管轄区域（※１）
に所在してますか？

２つ以下の

地方厚生局管轄区域
（※１）である

届出先は、

主たる事務所の

所在する都道府県です

３つ以上の

地方厚生局管轄区域
（※１）である

届出先は、

厚生労働省です

全て同一の

市町村内で

ある

届出先は、

当該市町村

です

複数の市町村である

業務管理体制の整備に関する届出書の届出先は、国・都道府県・指定都市・中核市・市町村に分かれており、介護サービス事業者
が運営する事業所等の所在地により異なります。

○ 業務管理体制の整備に関する届出先の行政機関について

全て同一の

都道府県内

である

全て同一の

中核市内

である

届出先は、

当該指定都市

です

届出先は、

当該中核市

です

※１）地方厚生局管轄区域については、別紙１参照

※２）業務管理体制の整備に係る事業所の考え方については、別紙２参照
1

運営する介護サービス事業所等の所在地は？

運営する介護サービス事業所
等の所在地は？

地域密着型サービスのみを行っている
事業者はこちらから

10



（別紙２）

令和 年 月 日

所在地　　　　　　　　　
名　称

このことについて、関係書類を添えて以下のとおり届け出ます。

備考1　「受付番号」「事業所所在市町村番号」欄には記載しないでください。
　　2　「法人の種別」欄は、申請者が法人である場合に、「社会福祉法人」「医療法人」「社団法人」「財団法人」
　　　「株式会社」「有限会社」等の別を記入してください。
　　3　「法人所轄庁」欄は、申請者が認可法人である場合に、その主務官庁の名称を記載してください。
　　4　「実施事業」欄は、該当する欄に「〇」を記入してください。
　　5　「異動等の区分」欄には、今回届出を行う事業所・施設について該当する数字に「〇」を記入してください。
　　6　「異動項目」欄には、(別紙1，1－2)「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表」に掲げる項目（施設等の区分、

人員配置区分、その他該当する体制等、割引）を記載してください。
　　7　「特記事項」欄には、異動の状況について具体的に記載してください。
　　8　「主たる事業所の所在地以外の場所で一部実施する場合の出張所等の所在地」について、複数の出張所等を有する場合は、
　　　適宜欄を補正して、全ての出張所等の状況について記載してください。

受付番号

介護給付費算定に係る体制等に関する届出書＜指定事業者用＞

石川県知事　　殿

事業所所在地市町村番号

事
業
所
・
施
設
の
状
況

フリガナ
事業所・施設の名称

主たる事業所・施設の所在地

法人の種別 法人所轄庁
代表者の職・氏名 職名 氏名

届
　
出
　
者

フリガナ
名　　称

主たる事務所の所在地
　(郵便番号　　―　　　)
　　　　　県　　　　郡市
　(ビルの名称等)

連 絡 先 電話番号 FAX番号

　(郵便番号　　―　　　)
　　　　　県　　　　郡市

連 絡 先 電話番号 FAX番号

代表者の住所
　(郵便番号　　―　　　)
　　　　　県　　　　郡市

管理者の氏名

管理者の住所
　(郵便番号　　―　　　)
　　　　　県　　　　郡市

主たる事業所の所在地以外の場所で
一部実施する場合の出張所等の所在
地

　(郵便番号　　―　　　)
　　　　　県　　　　郡市

連 絡 先 電話番号 FAX番号

居宅療養管理指導  1新規　2変更　3終了
通所介護  1新規　2変更　3終了
通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ  1新規　2変更　3終了

異動項目
年月日 年月日 (※変更の場合)

訪問介護  1新規　2変更　3終了
訪問入浴介護  1新規　2変更　3終了

同一所在地において行う
事業等の種類

実施
事業

指定（許可） 異動等の区分 異動（予定）

訪問看護  1新規　2変更　3終了
訪問ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ  1新規　2変更　3終了

福祉用具貸与  1新規　2変更　3終了
介護予防訪問入浴介護  1新規　2変更　3終了
介護予防訪問看護  1新規　2変更　3終了

短期入所生活介護  1新規　2変更　3終了
短期入所療養介護  1新規　2変更　3終了
特定施設入居者生活介護  1新規　2変更　3終了

介護予防短期入所生活介護  1新規　2変更　3終了
介護予防短期入所療養介護  1新規　2変更　3終了
介護予防特定施設入居者生活介護  1新規　2変更　3終了

介護予防訪問ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ  1新規　2変更　3終了
介護予防居宅療養管理指導  1新規　2変更　3終了
介護予防通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ  1新規　2変更　3終了

介護予防福祉用具貸与  1新規　2変更　3終了

施
設

介護老人福祉施設  1新規　2変更　3終了
介護老人保健施設  1新規　2変更　3終了
介護療養型医療施設  1新規　2変更　3終了
介護医療院

指
定
居
宅
サ
ー

ビ
ス

関係書類 別添のとおり

 1新規　2変更　3終了
介護保険事業所番号

医療機関コード等

特
記
事
項

変　更　前 変　更　後

届
出
を
行
う
事
業
所
・
施
設
の
種
類
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介護職員処遇改善加算及び介護職員等特定処遇改善加算 

（以下、介護職員処遇改善加算等）について 

 

 【介護職員処遇改善加算等の届出（計画）】 

   提出期限：加算を算定する年度の前年度の２月末日 

（年度の途中で新たに加算を算定しようとする場合は、算定しようとする月の前々月の末日） 

   ※加算を算定する年度ごとに提出が必要 

   ※処遇改善計画書の内容を全ての介護職員に周知したうえで提出すること 

 

【介護職員処遇改善加算等実績報告書】 

提出期限：各事業年度における最終の加算の支払いがあった月の翌々月の末日 

   ※加算を算定する年度ごとに提出が必要 

 

 【変更の届出】 

   次の場合は、変更の届出が必要 

   ①会社法による吸収合併、新設合併等による計画書の作成単位が変更となる場合 

   ②複数の事業所で一括して届出を行った場合で、新規指定、廃止等により、対象事業所に増減

があった場合 

③就業規則を改正した場合（介護職員の処遇に関する内容に限る。） 

④キャリアパス要件等に関する適合状況に変更があった場合（キャリアパス要件等の適合状況

ごとに定める率が変動する場合又は要件間の変更に限る。） 

⑤介護福祉士の配置等要件に関する適合状況に変更があり、該当する加算の区分に変更が生じ

る場合（なお、入居継続支援加算や日常生活継続支援加算を算定できない状況が常態化し、

３か月以上継続した場合には変更の届出を行うこと。） 

⑥別紙様式２－１の２（１）④ⅱ）、２（２）⑥ⅱ）、⑦ⅳ）の額に変更がある場合（ただし、

①～⑤に該当する場合及び特別事情届出書を提出する場合を除く。） 

※⑤は介護職員等特定処遇改善加算を届け出ている場合に限る 

 

【届出先】 

事業所のサービス種類（所在地） 届出先 

(1)指定居宅サービス、介護保険施設、指定介護予防サービス（金沢市以外） 石川県 

(2)指定居宅サービス、介護保険施設、指定介護予防サービス（金沢市） 金沢市 

(3)指定地域密着型サービス、指定介護予防地域密着型サービス 各市町 

※１事業者において(1)、(2)又は(3)の事業所が混在した形で計画書を一括で作成し、届出を行う場合

は、それぞれの届出先に提出が必要となります。 

  ※申請書の様式については、各届出先にお問い合わせください。 

石川県への届出については、県長寿社会課ホームページに掲載してありますのでご覧ください。 

（県長寿社会課 ホームページ）https://www.pref.ishikawa.lg.jp/ansin/shogukaizenkasan.html 
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加算（Ⅲ）

月額1.5万円相当（注）

加算（Ⅱ）

月額2.7万円相当（注）

加算（Ⅰ）

月額3.7万円相当（注）

算
定
要
件

処
遇
改
善
加
算
の

区
分 ※加算（Ⅳ・Ⅴ）については、令和３年３月末時点で

同加算を算定している事業者について、１年の経過措
置を設けた上で、令和２年度で廃止。

特定加算
（Ⅱ）

特定加算
（Ⅰ）

＜キャリアパス要件＞
①職位・職責・職務内容等に応じた任用要件と賃金体系を整備すること

②資質向上のための計画を策定して研修の実施又は研修の機会を確保すること

③経験若しくは資格等に応じて昇給する仕組み又は一定の基準に基づき定期に

昇給を判定する仕組みを設けること ※就業規則等の明確な書面での整備・全ての介護職員への周知を含む。

介護職員等特定処遇改善加算：事業所が、①経験・技能のある介護職員、②その他の介護職員、③その他の職種に配分（R３年度改定で、配分ルー
ルを柔軟化）。算定要件は、
・ 処遇改善加算(Ⅰ)～(Ⅲ)を取得していること
・ 処遇改善加算の職場環境等要件に関し、複数の取組を行っていること
・ 処遇改善加算に基づく取組について、ホームページへの掲載等を通じた見える化を行っていること

介護職員処遇改善加算：介護職員のみが対象。現行の加算(Ⅰ)～(Ⅲ)の算定要件は、キャリアパス要件及び職場環境等要件を満たすこと。

＜職場環境等要件＞

〇 賃金改善を除く、職場環境等の改善

※介護福祉士の配置割合等に応じて、加算率を二段
階に設定。

キャリアパス要件

①＋②＋③ ①＋② ① or ②

＋ ＋ ＋

職場環境等要件

注：事業所の総報酬に加算率（サービス毎の介護職員
数を踏まえて設定）を乗じた額を交付。

特定加算
（Ⅱ）

特定加算
（Ⅰ）

特定加算
（Ⅱ）

特定加算
（Ⅰ）

6

処遇改善に関する加算の全体イメージ

介護人材確保のための取組をより一層進めるため、経験・技能のある職員に重点化を図りながら、介護職員の更なる処遇改善を進める。

具体的には、他の介護職員などの処遇改善にこの処遇改善の収入を充てることができるよう柔軟な運用を認めることを前提に、介護サービス事業所にお

ける勤続年数10年以上の介護福祉士について月額平均８万円相当の処遇改善を行うことを算定根拠に、公費1000億円程度を投じ、処遇改善を行う。

○ 新しい経済政策パッケージ（抜粋）

事
業
所
内
で
の
配
分

そ
の
他
の
職
種

訪
問
介
護

訪
問
入
浴
介
護

通
所
リ
ハ

A％ B％ C％

加
算
率
の
設
定

（公費1000億程度）

2000億円

・・・

経
験
・
技
能
の
あ

る
介
護
職
員

他
の
介
護
職
員

① ② ③

経
験
・
技
能
の
あ
る

介
護
職
員

経
験
・
技
能
の
あ
る

介
護
職
員

②

他の介護職員

① ①

全て選択可能

平
均
処
遇
改
善
額

平
均
処
遇
改
善
額

・10年以上の介護福祉士

の数に応じて設定

・加算率は二段階に設定

事業所の裁量も認めつつ

一定のルールを設定

▶ 平均の処遇改善額 が、

・ ①経験・技能のある介護職員は、②その他の介護職員より高いこと

・ ③その他の職種（役職者を除く全産業平均水準（年収440万円）以上の者は対象外）は、②その他の

介護職員の２分の１を上回らないこと

※ ①は、勤続10年以上の介護福祉士を基本とし、介護福祉士の資格を有することを要件としつつ、

勤続10年の考え方は、事業所の裁量で設定

※ ①、②、③内での一人ひとりの処遇改善額は、柔軟に設定可能

※ 平均賃金額について、③が②と比べて低い場合は、柔軟な取扱いが可能

▶ ①経験・技能のある介護職員において「月額8万円」の改善又は「役職者を除く全産業平均

水準（年収440万円）」を設定・確保

→ リーダー級の介護職員について他産業と遜色ない賃金水準を実現

※小規模な事業所で開設したばかりである等、設定することが困難な場合は合理的な説明を求める。

③
その他の職種

平
均
処
遇
改
善
額

②

他の介護職員

①

経
験
・
技
能
の
あ
る

介
護
職
員

○特定処遇改善加算により、経験・技能のある介護職員について、他産業と遜色ない賃金水準を目指して重点的に処遇改
善を図っている（介護職員以外も含めた他の職員の処遇改善に充てることも可能）。
※処遇改善加算は介護職員のみに配分

7

介護職員等特定処遇改善加算の仕組み
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事 業 者

【指定権者】

都道府県等

【保険者】

市町村等

国保連

（報酬請求に係る審査・支払い）

情
報
共
有

審
査
・
支
払
い

の
委
託

○「処遇改善加算」・「特定処遇改善加算」について、処遇改善計画書と実績報告書の提出を求め、処遇改善のための加算
額が確実に職員の処遇改善に充てられることを担保している。

8

処遇改善のための加算額を賃金改善に充てる仕組み

介護職員処遇改善支援補助金

◎対象期間 令和４年２月～９月の賃金引上げ分（以降も、別途賃上げ効果が継続される取組みを行う）

◎補助金額 対象介護事業所の介護職員（常勤換算）１人当たり月額平均9,000円の賃金引上げに相当する額。対象サービスごとに介護職員数（常勤
換算）に応じて必要な交付率を設定し、各事業所の総報酬にその交付率を乗じた額を支給。

◎取得要件

• 処遇改善加算Ⅰ～Ⅲのいずれかを取得している事業所（現行の処遇改善加算の対象サービス事業所）
• 上記かつ、令和４年２・３月（令和３年度中）から実際に賃上げを行っている事業所（事業所は、都道府県に賃上げを実施した旨の用紙を提出。メー
ル等での提出も可能）

• 賃上げ効果の継続に資するよう、補助額の2/3以上は介護職員等のベースアップ等（※）の引上げに使用することを要件とする（４月分以降。基本給の
引き上げに伴う賞与や超過勤務手当等の各種手当への影響を考慮しつつ、就業規則（賃金規程）改正に一定の時間を要することを考慮して令和４年
２・３月分は一時金による支給を可能とする。）
※ 「基本給」又は「決まって毎月支払われる手当」

◎対象となる職種

• 介護職員
• 事業所の判断により、他の職員の処遇改善にこの処遇改善の収入を充てることができるよう柔軟な運用を認める。

◎申請方法 各事業所において、都道府県に介護職員・その他職員の月額の賃金改善額を記載した計画書（※）を提出。
※月額の賃金改善額の総額（対象とする職員全体の額）の記載を求める（職員個々人の賃金改善額の記載は求めない）

◎報告方法 各事業所において、都道府県に賃金改善期間経過後、計画の実績報告書（※）を提出。
※月額の賃金改善額の総額（対象とする職員全体の額）の記載を求める（職員個々人の賃金改善額の記載は求めない）

○ 「コロナ克服・新時代開拓のための経済対策」（令和３年11月19日閣議決定）に基づき、介護職員を対象に、賃上げ効果が継続される取
組を行うことを前提として、収入を３％程度（月額９,000円）引き上げるための措置を、令和４年２月から前倒しで実施するために必要な経
費を都道府県に交付する。

○ 他の職員の処遇改善にこの処遇改善の収入を充てることができるよう柔軟な運用を認める。

◎交付方法

対象事業所は都道府県に対して申請し、対象事業所に対して補助
金支払（国費10／10、約999.7億円）。

◎申請・交付スケジュール

✔ 賃上げ開始月（２・３月）に、その旨の用紙を都道府県に提出
✔ 実際の申請は、都道府県における準備等を勘案し、令和４年４
月から受付、６月から補助金を毎月分交付

✔ 賃金改善期間後、処遇改善実績報告書を提出。

介
護
事
業
所

都
道
府
県

① 申請（処遇改善計画書等を提出）
※令和3年度中に賃上げ実施が条件（申請前に用紙提出）

③ 賃金改善期間後、報告（処遇改善実績報告書を提出）
※要件を満たさない場合は、補助金返還

【執行のイメージ】

② 交付決定。補助金の交付（補助率10/10）
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介護保険サービス事業者の指定更新手続きの概要 

 

 平成１８年４月の介護保険法改正により、介護サービスの質を担保するため、介護保険サービス事業者が

指定基準等を遵守し、適切なサービス提供を行うことができるかを定期的に確認する指定の更新制が導入さ

れました。 

 一定期間（６年）毎に指定の更新を受けなければ、指定の効力を失うこととなります。 

 ただし、医療機関のみなし指定については、更新手続きは不要です。 

 

１ 指定の有効期間 ６年間 

 

２ 提出書類 

(1) 自己チェックリスト 

(2) 指定更新申請書 

(3) 勤務形態一覧表 

(4) 資格者証 

(5) 誓約書 

(6) 役員・管理者名簿 

(7) 土地・建物の登記簿謄本(写)〈賃貸の場合は賃貸借契約書（写）を併せて添付〉 

（通所介護、短期入所生活介護の事業所のみ提出してください。ただし、過去に長寿社会課に土地・

建物の使用権原を証明する書類を提出し、状況に変更がない場合は不要です。） 

(8) 指定の更新申請に係る連絡票（訪問介護・通所介護・短期入所生活介護のみ） 

所在の市町村に提出してください。 

 

３ 更新申請書受付期間 

指定の有効期間満了日の３ヶ月前から１ヶ月前まで（同一事業所で複数のサービス等の指定を受けて

おり、それぞれの指定等の有効期間が異なっている場合に、有効期限を合わせて更新することは可能） 

 

４ 休止事業所について 

  休止中の事業所については、指定の更新を受けることはできません。 

  ただし、有効期間満了日前までに休止理由等を解消した上で再開届を提出すれば、更新は受けられます。 

 

５ 指定更新申請書提出後の変更、休止、廃止について 

(1) 申請書提出後に変更が生じた場合 

更新申請後から指定の有効期間満了日までの間に変更届事項が生じた場合は、変更届を提出してく

ださい。 ※更新申請書の差し替えは行いません。 

 

 (2) 申請書提出後に事業所を休止又は廃止する場合 

    休止又は廃止の事業所については、指定の更新を受けることはできないので、休止届又は廃止届と

併せて指定更新申請の取り下げ書を提出してください。 

    ただし、休止については、有効期間満了日前までに休止理由等を解消した上で再開届を提出すれば、

更新を受けられます。 

 

６ 有効期間満了日までに更新決定されない場合の措置 

  更新申請した場合において、指定の有効期間満了日までに更新決定がされないときは、指定の有効期間

満了後もその更新決定がされるまでは、従前の指定が有効とされます。その後、更新決定がされたときは、

新しい指定の有効期間は、従前の指定の有効期間満了日の翌日から起算するものとします。 
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別記様式第４号の２(第４条関係) 

 

指定居宅サービス事業 

指定居宅介護支援事業 

指定介護予防サービス事業   廃止・休止届出書 

介護老人保健施設 

 

年  月  日 

  石川県知事    様 

住 所                 

届出者 (所在地)                

 

氏 名                 

(名称及び代表者の氏名)        

 

 

  介護保険法第41条第1項本文(第46条第1項、第53条第1項本文)の規定による指定を受けた又は同法

第94条の規定による許可を受けた施設を廃止(休止)したいので、同法第75条第2項(第82条第2項、第1

15条の5第2項、第99条第2項)の規定により届け出ます。 

 備考 廃止・休止の日の１月前までに届け出てください。 

  介護保険事業者番号 1 7                 

廃止（休止）をしようとする

事 業 所 

（施   設） 

名 称   

所 在 地   

ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ

種 類  
 

廃 止 ・ 休 止 の 別 廃 止 ・ 休 止  

廃止・休止しようとする年月日 年   月   日 

廃 止 ・ 休 止 し よ う と

す る 理 由 
  

現にサービス又は支援を受け

て い る 者 に 対 す る 措 置 

 

 

 

 

 

  

休 止 予 定 期 間 

（休止しようとする場合のみ） 
年  月  日～  年  月  日 
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■石川県長寿社会課ホームページ － 介護事業者向け情報 

https://www.pref.ishikawa.lg.jp/ansin/jigyousha.html 

介護保険制度に関する各種様式や通知を随時掲載しておりますので、定期的な確認を

お願いします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■石川県厚生政策課ホームページ － 介護サービス事業所自己チェックリスト 

https://www.pref.ishikawa.lg.jp/kousei/sidoukannsa/sidoukannsatyousyo.html 

 

 

各種様式はこちらです 

通知はこちらです 
Ｑ＆Ａはこちらです 
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介護サービス情報の公表制度のご案内 

 
石川県健康福祉部長寿社会課 

在宅サービスグループ 

 

１．「介護サービス情報の公表」とは 

 介護サービス情報の公表制度とは、介護保険法第１１５条の３５の規定に基づいて、介護サービ

ス事業所に、そのサービスに関する情報を定期的に都道府県知事に報告するよう義務づけ、都道府

県知事はその情報をホームページ等で公表する制度です。あわせて、都道府県知事は、必要に応じ

て報告された情報について事業所への訪問調査等を行うことが可能となっています。 

 また、報告・調査に応じない場合は、最悪の場合、介護保険法第１１５条の３５第６項の規定に

より指定が取り消されることもあります。 

 

２．何をすればいいの？ 

県から ID・パスワードが送付されますので、定められた期間内にホームページの入力画面上で事

業所の情報を入力します。また、調査を受ける場合もあります。 

 

３．調査はどんなときに受けるの？ 

石川県介護サービス情報の公表実施要綱第１１条の規定により、以下のいずれかの条件に合致し

た場合は調査を受審する必要があります。また、調査事務は、県が指定した調査機関が行います。 
・新規指定から２年目の場合 
・調査の希望があった場合 
・報告内容に虚偽が疑われる場合 
・公表内容について、利用者等から通報があった場合 
・その他、知事が必要と認める場合 

 

４．ホームページはどこから見ることができるの？ 

・石川県健康福祉部長寿社会課のホームページからアクセス 

・URL からアクセス https://www.kaigokensaku.mhlw.go.jp/ 

・検索エンジンで「介護事業所検索」と入力してアクセス 

 

５．類似の制度との違いを教えてほしい。 

区分 介護サービス情報の公表 福祉サービス第三者評価 
 

自己評価及び外部評価 

目的 

利用者のニーズに応じた介

護サービスの選択に資する

情報の提供 

個々の事業者が事業運営に

おける問題点を把握しサー

ビスの質の向上に結びつけ

る 

提供するサービスの内容につ

いて外部評価の結果と事前に

行った自己評価の結果を対比

し、サービスの向上を図る 

対象事業 
居宅療養管理指導を除く全

サービス 

全サービス 認知症対応型共同生活介護 

受審義務 条件を満たす事業所 任意 義務（年に一度） 

費用負担 負担なし 評価機関ごとに設定 評価機関ごとに設定 

 

６．制度の詳細など、もっと詳しく知りたい。 

○石川県健康福祉部長寿社会課「介護サービス情報の公表について」をご覧ください。 

https://www.pref.ishikawa.lg.jp/ansin/jkouhyou/hp.html 

○ご不明な点がございましたら、石川県健康福祉部長寿社会課までお問い合わせください。 

   TEL:076-225-1417 

      FAX:076-225-1418 
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■ 『地域包括支援センター検索』『生活支援等サービス検索』などの検索を行うことができます。

お住まいの地域で利用できる生活関連情報を掲載しています

介護事業所検索以外の機能も使ってみよう！

保健師（看護師）

社会福祉士 主任ケアマネジャー

連　携

地域住民　　民生委員　　市役所

介護保険事業　　保健所　　ケアマネジャー

主治医　　社協　　その他の関係機関

確認できる情報

運営主体
（法人）

センター名称
所在地・TEL

業務日・業務時間
・休日体制

職員体制事業内容 活動実績　など

サービス内容

配食
（＋見守り・安否確認）

見守り・
安否確認

家事援助

介護者支援交流の場・憩いの場 外出支援

その他
（市町村が必要と認めるサービス）

多機能型拠点

● 地域包括支援センター検索

● 生活支援等サービス検索

地域包括支援センターとは

高齢者が要介護状態になっても住み慣れた地域で暮

らせるよう「保健・医療・福祉の向上」「介護予防マ

ネジメント」「高齢者からの相談受け付け」などを総

合的に行う施設で、各市町村に設置されています。

高齢者の総合相談から地域の必要な支援につなげる

機能を有する地域包括支援センターに関する情報が

閲覧できます。

見守りや安否確認、配食、家事

援助、交流の場、外出支援等生

活支援等サービスを利用する上

で基礎的な情報が検索・閲覧で

きます。

確認できる情報

名称、所在地、電話番

号、対象者、サービス

内容、対象エリア、サー

ビス提供日時、料金体

系　など

スマホ検索には専用アプリが便利！

介護サービス事業所を選択する際に役立つ、

様々な機能をご利用いただけます。

iPhone を
ご利用の方

Android を
ご利用の方

▼ ダウンロードはこちらから ▼ 

介護サービス情報

公表システム

介護サービス情報

公表システム

スマホ、PCでカンタン検索！

「介護サービス情報公表システム」に関するお問合せ先

検索 クリック介護　公表

保健師、社会福祉士、

主任ケアマネジャー

が中心となって高齢

者の生活を支えてい

るのね。

平成29年4月版

介護サービス情報

公表システム

厚生労働省の「介護サービス情報公表システム」は、

全国の介護サービス事業所のサービス内容などの詳細情報を、

インターネットで自由に検索・閲覧できるシステムです。

さまざまな「サービス」や「介護サービス事業所」を

自由に選択できる『介護保険制度』の

利用にあたって、ぜひご活用ください。

介護事業所を

探せます！

■ 知りたい地域の介護サービス事業所をネット上でいつでも自由に探すことができます。

■ 「介護事業所」に加え「地域包括支援センター」「生活支援等サービス」等の生活関連

　 情報をホームページでまとめて検索できます。

■ 介護サービス事業所の基礎データや特色がわかります。

■ 複数の介護サービス事業所の基礎データを比較検討できます。

『介護サービス情報公表システム』ではどんなことができるの？
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■ 全 25 種類・53 サービスの事業所・施設情報を調べることができます。

※介護予防サービスを含みます。1年間の介護報酬額が 100 万円未満の事業所は公表の対象になっておりません。

■ 全体を集約した「事業所の概要」をはじめ、「事業所の詳細」「事業所の特色」「運営状況」などを

　 調べることができます。

▶居宅介護支援 ▶認知症対応型共同生活介護（グループホーム）

▶地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

▶地域密着型特定施設入居者生活介護

▶介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）

▶介護老人保健施設（老健）　▶介護療養型医療施設

▶特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム、

　軽費老人ホーム等）　

▶小規模多機能型居宅看護

▶複合型サービス

　（看護小規模多機能型居宅介護）

▶福祉用具貸与

▶特定福祉用具販売

▶短期入所生活介護（ショートステイ）

▶短期入所療養介護

▶通所介護（デイサービス）

▶通所リハビリ　▶地域密着型通所介護

▶療養通所介護　

▶認知症対応型通所介護

介護事業所検索について詳しく見てみよう！

介護の相談・ケアプラン作成 訪問・通い・宿泊を組み合わせる
地域密着型サービス

（地域に密着した小規模な施設等）

自宅に訪問 福祉用具を使う

施設に通う 施設等で生活

▶訪問介護（ホームヘルプ）　▶訪問入浴　

▶訪問看護　▶訪問リハビリ　▶夜間対応型訪問介護

▶定期巡回・随時対応型訪問介護看護

④ どんな使い方ができるの？

① 検索できる介護サービスは？

③ どんな情報が見られるの？

気になった事業所を再表示できます。

「しおり」を付ける

比較対象に追加した事業所を比較表示できます。

事業所を比較する

▶提供しているサービスの一覧
　（設備や協力医療機関なども確認できます。）
▶サービスを利用する際の利用料…など

▶事業所の所在地
▶サービスの内容、利用料、設備の概要…など

▶事業所の運営状況をレーダーチャート図で表示
　（運営状況の全体像が確認できます。）
▶「サービスの質の確保」など事業所運営にあたっての取組…など

▶サービスの内容・特色など、事業所による PR
　（写真や動画なども閲覧できます。）
▶事業所の定員や空き情報…など

確　認
できる
情　報

確　認
できる
情　報

確　認
できる
情　報

確　認
できる
情　報

■ 「地図から探す」「サービスから探す」「住まいから探す」「条件検索」など、お好みに応じて

　 検索できます。　

② どうやって介護事業所を検索するの？

各都道府県の「介護事業所検索」ページに以下のようなボタンがありますので、お好みに応じてクリックし、表示に従ってください。

希望に沿った介護事業所を検索できます。

▶地図をクリックして地域から

　事業所の絞り込みを行います。

▶検索したいサービスを選択し、

その後地図で事業所を絞り込みます。

▶希望の市町村をチェックして

　事業所を探すこともできます。

▶検索フォームより「住所」と

　「事業所までの距離」を入力し、

　希望の地域で事業所を検索します。

▶各項目に条件を入力したり

　チェックを入れることで、

　他の検索方法よりもきめ

　細やかな検索条件が設定

　可能です。

検索結果画面

検索された事業所が地図上に
利用目的別に
色分けして表示されます。

短期間の宿泊

 

 

 

事業所の特色

事業所の概要

運営状況

事業所の詳細

事業所の「詳細」「特色」「運営状況」の

概略が表示されます。

事業所の責任で公表している

情報が表示されます。

事業所が報告した基本情報が

表示されます。

事業所が報告した運営情報が

表示されます。

●検索結果画面の「しおりを付ける」ボタン

●事業所詳細画面の「しおりを付ける」ボタン

最大 90 件、30 日間保持できます！

▲

最大 30 件、30 日間保持できます！

▲

■ 気になる情報を「比較対象」に加えておけば、他の事業所との比較検討が簡単に行えます。

　 また、「しおり」機能を使えば、一度見た情報を後でスムーズに再表示することができます。
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介護保険サービス事業者における事故等発生時の報告の取扱い（標準例） 

 

１ 対 象 

  介護保険指定事業者及び基準該当サービス事業者（以下、「各事業者」という。）  

 が行う介護保険適用サービスとする。  

 

２ 報告を要する事故等 

  事業者は、次の①～⑤の場合、市町へ報告をする。 

 

報 告 事 項 区 分  報 告 内 容 説 明  

①  
死亡に至った事故の

発生 

・サービスの提供による利用者等の死亡事故の発

生。 

・利用者が病気等により死亡した場合、後日トラブ

ルが生じる可能性が認められるものについては

報告をするものとする。 

②  

医師（施設の勤務医、

配置医を含む）の診

断を受け投薬、処置

等何らかの治療が必

要となった事故の発

生 

・サービスの提供による利用者等のケガの発生。 

・事業者側の過失の有無を問わない。  

・治療の必要がなかった場合であっても、ケガによ

り利用者とトラブルが発生することが予測され

る場合や利用者に見舞金や賠償金を支払った場

合は報告をするものとする。 

③  
食中毒及び感染症の

発生 

・新型コロナウイルス感染症、MRSA、疥癬、イン

フルエンザ、結核、その他の感染症が発生した場

合とする。 

・関連する法に定める届け出義務がある場合は、こ

れに従うものとする。 

④  

職員（従業者）の法

令違反・不祥事件等

の発生 

・ 利用者の処遇に影響があるものとする。  

（例、利用者からの預かり金の横領等）  

⑤  

その他、報告が必要

と認められる事故の

発生 

・ 例、利用者等の保有する財産を滅失させた等。  

 

（注）「サービスの提供による」とは、送迎・通院中のほか、自損事故も含むものとする。  

 

３ 報告の方法 

(1) 事業者は、事故発生後速やかに、遅くとも５日以内を目安に市町へ電子メール又はＦ

ＡＸで第１報の報告をする。ただし、死亡事故の場合は速やかに電話での第１報の報

告を行い、遅くとも５日以内を目安に電子メール又はＦＡＸで報告をする。  

※５日以内を目安とする報告は、少なくとも別紙様式内の１から６の項目までについ

て可能な限り記載すること。 

(2) 事業者は、その後の状況の変化等必要に応じて、市町へ追加の報告を行い、事故の原
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因分析や再発防止策等については、作成次第報告すること。  

(3) 報告の様式は、別紙「介護保険事業者事故等報告書」を標準とする。  

 

（注）事故報告を行う場合は、可能な限り別紙様式を使用すること。これまで市町等で

用いられている様式の使用及び別紙様式を改変しての使用を妨げるものではない

が、その場合であっても、別紙様式の項目を含めること。  

 

４  報告先 

   事業者は、事故等が発生した場合、次の双方へ報告をする。  

① 被保険者の属する保険者（市町）  

② 事業所が所在する保険者（市町）  

  （注）報告には個人情報も含まれるため、各市町ではその取扱いに十分注意をすること。  

 

５  報告を受けた市町の対応 

   報告を受けた市町においては、事故等に係る状況を把握するとともに、当該事業者の

対応に応じて保険者としての必要な対応を行うものとする。  

   この場合、当該被保険者の属する市町（上記４の①）が主たる対応を行うものとする

が、事業者等への事実確認等において必要がある場合は、事業所の所在する市町（上記

４の②）と連携を図り対応をするものとする。  

 

  【必要な対応例】 

① 事業所の事故等に対する対応の確認  

 → 必要に応じ事業所の対応への助言を行う。  

   例えば、事故等への対応が終了していないか、又は、明らかに対応が不

十分である場合は、トラブルを未然に防ぐ意味からも必要な指導を行う。  

 

② 県、国保連合会への報告 

 → 死亡事故のほか、指定基準違反の恐れがある場合や後日トラブルが発生

する可能性があると判断される場合等重要と思われる事故等については、

県に報告をするとともに、特別指導が必要な場合には県と連携をとり指導

をする。 

  （※ 県は、市町の受付総件数等について、別途報告を求めることがある。） 

   また、利用者等から苦情があった場合には、必要に応じ国保連の苦情処

理機関と連携を図り対応をする。  

 

６  その他 

   この取扱いは標準例であり、各市町が既に要領等を定めている場合は、その指示によ

ること。 
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長 第 ７ ７ ８ 号 

令和２年８月１７日 

 

各 社 会 福 祉 施 設 長 

各 介 護 保 険 施 設 管 理 者 

各居宅サービス事業所等管理者   様 

各有料老人ホーム施設長 

サービス付き高齢者向け住宅管理者 

                                

石川県健康福祉部長寿社会課長 

（  公  印  省  略  ） 

 

利用者・職員等に新型コロナウイルス感染症に感染した者等が発生した場合の報告について 

 

日頃より、感染症対策の推進にご協力をいただき、厚くお礼申し上げます。 

標記については、「社会福祉施設等における感染拡大防止のための留意点について（その

２）（令和２年４月７日付厚生労働省健康局結核感染症課ほか連名事務連絡（介護保険最新

情報Vol.808）。以下「事務連絡」という）において、社会福祉施設等の利用者・職員等（当

該施設・事業所等のすべての職員やボランティア等を含む。）に新型コロナウイルス感染症

に感染した者又は感染が疑われる者が発生した場合には、保健所の指示に従うとともに、各

指定権者へ報告を行うこととされているところです。 

貴施設・事業所におかれましては、今一度、事務連絡の内容についてご確認いただくとと

もに、該当の事例が生じた場合には、各指定権者までご報告いただきますようお願いいたし

ます。 

なお、県へ報告する際は、別添の「介護保険事業者事故等報告書」にご記載いただき、メ

ールにて長寿社会課（kaigo@pref.ishikawa.lg.jp）までご報告ください。 

 

 

＜添付資料＞ 

○介護保険最新情報vol.808 

「社会福祉施設等における感染拡大防止のための留意点について（その２）」 

○介護保険事業者事故等報告書 

【事務担当】 

石川県健康福祉部長寿社会課 

施設サービスグループ 

在宅サービスグループ 

TEL  076-225-1416,17 

FAX  076-225-1418 
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介 護 保 険 最 新 情 報      

Vol.808 

令和２年４月７日 

厚 生 労 働 省 老 健 局 

認知症施策推進室・高齢者支援課・振興課・老人保健課 
  

貴関係諸団体に速やかに送信いただきますよう

よろしくお願いいたします。 

今回の内容 

 

社会福祉施設等における感染拡大防止の

ための留意点について（その２） 
 

計 37枚（本紙を除く） 

各都道府県介護保険担当課（室） 

各市町村介護保険担当課（室） 

各 介 護 保 険 関 係 団 体  御 中 

←厚生労働省 認知症施策推進室、高齢者支援課、振興課、老人保健課 

連絡先  TEL  :  03-5253-1111(内線 3975、3971、3979、3948) 

FA X  : 03-3595-4010 
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事 務 連 絡 

令和２年４月７日 

 

 

  都道府県   

各 指定都市 民生主管部（局） 御中 

  中 核 市   

 

 

厚 生 労 働 省 健 康 局 結 核 感 染 症 課 

厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課 

厚生労働省子ども家庭局母子保健課  

厚 生 労 働 省 社 会 ・ 援 護 局 保 護 課 

厚生労働省社会・援護局福祉基盤課 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課  

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課   

厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室  

厚 生 労 働 省 老 健 局 高 齢 者 支 援 課  

厚 生 労 働 省 老 健 局 振 興 課 

厚 生 労 働 省 老 健 局 老 人 保 健 課  

 

 

社会福祉施設等における感染拡大防止のための留意点について（その２） 

 

 

社会福祉施設等が提供する各種サービスは、利用者の方々やその家族の生活

を継続する上で欠かせないものであり、十分な感染防止対策を前提として、利

用者に対して必要な各種サービスが継続的に提供されることが重要である。 

このため、社会福祉施設等における新型コロナウイルス感染症への対応につ

いては、主に、 

・ 「新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての医

療機関、社会福祉施設等の対応について」（令和２年２月 28日付厚生労働省

医政局ほか事務連絡）等において、感染防止対策（咳エチケット、手洗い、

アルコール消毒等）等 

・ 「社会福祉施設等における感染拡大防止のための留意点について」（令和

２年３月６日付厚生労働省健康局結核感染症課ほか事務連絡）において、感
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2 

染が疑われる者が発生した場合における留意事項 

をお示ししてきたところである。 

 

本日、新型コロナウイルス感染症対策本部長が新型インフルエンザ等対策

特別措置法（平成 24年法律第 31号）第 32条第 1項に基づき、緊急事態宣

言を行い、同日付で改正された「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対

処方針」（令和２年３月 28日付新型コロナウイルス感染症対策本部決定）に

おいて、高齢者施設等における感染防止の徹底に関し周知徹底を行うことと

されていることも踏まえ、社会福祉施設等における感染拡大防止に向けた取

組について、感染者が発生した場合の留意事項も含め再度整理したので、別

紙のとおりお示しする。  
なお、社会福祉施設等における新型コロナウイルスへの対応等について、

これまでお示しした事務連絡等を別添参考の通り整理したので、改めて参照

頂き、適切に対応して頂きたい。     

3 

社会福祉施設等（入所施設・居住系サービス）における 

感染防止に向けた対応について 

 

１．感染防止に向けた取組 

感染防止に向けた取組を徹底する観点からは、日頃から以下のような感染防止に向

けた取組を行うことが重要である。 

（1）施設等における取組 

（感染症対策の再徹底） 

○ 感染の疑いについてより早期に把握できるよう、日頃から利用者の健康の状

態や変化の有無等に留意すること。 

○ 介護保険施設においては、感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のため

の対策を検討する委員会の開催等により、感染拡大防止に向けた取組方針の再

検討や各施設における感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための指針

に基づく取組の再徹底を行うこと。 

○ 感染防止に向け、職員間での情報共有を密にし、感染防止に向けた取組を職

員が連携し取組を進めること。 

○ 感染者が発生した場合に積極的疫学調査への円滑な協力が可能となるよう、

症状出現後の接触者リスト、利用者のケア記録（体温、症状等がわかるもの）、

直近 2週間の勤務表、施設内に出入りした者等の記録を準備しておくこと。 

○ 入国拒否の対象地域から帰国後症状がある職員等がいる場合、施設長は、す

みやかに市区町村に対して、人数、症状、対応状況等を報告するとともに、 発

熱等の症状により感染が疑われる職員等がいる場合は、保健所に報告して指示

を求めること。また、最新情報を収集し、職員等に情報提供すること。 

 

（面会及び施設への立ち入り） 

○ 面会については 、感染経路の遮断という観点から、緊急やむを得ない場合を

除き、制限すること。テレビ電話等の活用を行うこと等の工夫をすることも検

討すること。面会者に対して、体温を計測してもらい、発熱が認められる場合

には面会を断ること。 

○ 委託業者等についても、物品の受け渡し等は玄関など施設の限られた場所

で行うことが望ましく、施設内に立ち入る場合については、体温を計測して

もらい、発熱が認められる場合には入館を断ること。 

○ 面会者や業者等の施設内に出入りした者の氏名・来訪日時・連絡先について

は、感染者が発生した場合に積極的疫学調査への協力が可能となるよう記録し

ておくこと。 

別紙 
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4 

 

（2）職員の取組 

（感染症対策の再徹底） 

○ 職員、利用者のみならず、面会者や委託業者等、職員などと接触する可能性

があると考えられる者含めて、マスクの着用を含む咳エチケットや手洗い、ア

ルコール消毒等により、感染経路を断つことが重要であり、「高齢者介護施設に

おける感染対策マニュアル改訂版」等を参照の上、対策を徹底すること。 

○ 職員は、各自出勤前に体温を計測し、発熱等の症状が認められる場合には出

勤を行わないことを徹底すること。なお、過去に発熱が認められた場合にあっ

ては、解熱後 24時間以上が経過し、咳などの呼吸器症状が改善傾向となるまで

は同様の取扱いとする。なお、このような状況が解消した場合であっても、引

き続き当該職員の健康状態に留意すること。 

該当する職員については、管理者に報告し、確実な把握を行うよう努めるこ

と。 

ここでいう職員とは、利用者に直接介護サービスや障害福祉サービス等を提

供する職員だけでなく、事務職や送迎を行う職員、調理員等、当該事業所のす

べての職員やボランティア等含むものとする。 

○ 発熱や呼吸器症状により感染が疑われる職員等については、「「 新型コロナウ

イルス 感染症についての相談・受診の目安」を踏まえた対応について」（令和

２年２月 17日厚生労働省子ども家庭局総務課少子総合対策室ほか連名事務連

絡）を踏まえて適切に対応すること。 

○ 職場はもとより、職場外でも感染拡大を防ぐための取組を進めることが重要

であり、換気が悪く、人が密に集まって過ごすような空間に集団で集まること

を避ける等の対応を徹底すること。 

○ 職員が感染源となることのないよう、症状がない場合であっても利用者と接

する際にはマスクを着用すること。食堂や詰め所でマスクをはずして飲食をす

る場合、他の職員と一定の距離を保つこと。 

 

（３）リハビリテーション等の実施の際の留意点 

○ 社会福祉施設等においては、利用者の廃用症候群防止や ADL維持等の観点か

ら、一定のリハビリテーション又は機能訓練や活動を行うことは重要である一

方、感染拡大防止の観点から、「３つの密」（「換気が悪い密閉空間」、「多数が集

まる密集場所」及び「間近で会話や発声をする密接場面」）を避ける必要がある

ことから、リハビリテーション等共有スペースで実施する場合は、以下に留意

するものとする。 
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 ・ リハビリテーション等の実施に当たっては、可能な限り同じ時間帯、同じ

場所での実施人数を減らす。 

 ・ 定期的に換気を行う。 

 ・ 利用者同士の距離について、互いに手を伸ばしたら手が届く範囲以上の距

離を保つ。 

 ・ 声を出す機会を最小限にすることや、声を出す機会が多い場合は咳エチケ

ットに準じてマスクを着用することを考慮する。 

 ・ 清掃を徹底し、共有物（手すり等）については必要に応じて消毒を行う。  

 ・ 職員、利用者ともに手指衛生の励行を徹底する。 

 

 

２．新型コロナウイルス感染症に感染した者等が発生した場合の取組 

  社会福祉施設等の利用者等（当該施設等の利用者及び職員等をいう。）に新型コロ

ナウイルス感染症に感染した者が発生した場合には、保健所の指示に従うととも

に、協力医療機関にも相談し、以下の取組を徹底する 

  なお、特段の記載（【 】の中で記載しているもの。）がない限り、新型コロナウ

イルス感染が疑われる者※が発生した場合も同様の取扱いとする。その際、以下の記

載のうち「濃厚接触者」は「感染が疑われる者との濃厚接触が疑われる者」と読み

替えるものとする。 

 ※「新型コロナウイルス感染が疑われる者」： 

社会福祉施設等の利用者等であって、風邪の症状や 37.5度以上の発熱が４日以

上（高齢者・基礎疾患がある者・妊婦である利用者等については２日程度）続い

ている者又は強いだるさ（倦怠感）や息苦しさ（呼吸困難）がある者、医師が総

合的に判断した結果、新型コロナウイルス感染症を疑う者であって、PCR陽性等

診断が確定するまでの間の者。 

 

（1）情報共有・報告等の実施 

○ 利用者等において、新型コロナウイルス感染者が発生した場合、速やかに

施設長等への報告を行い、当該施設内での情報共有を行うとともに、指定権

者（障害福祉サービス等にあっては、当該利用者の支給決定を行う市町村を

含む。以下同様。）への報告を行うこと。また、当該利用者の家族等に報告を

行うこと。 

  【新型コロナウイルス感染が疑われる者が発生した場合は、「帰国者・接触

者相談センター」に電話連絡し、指示を受けること。速やかに施設長等への

報告を行い、当該施設内での情報共有を行うとともに、指定権者への報告を
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行うこと。また、当該利用者の家族等に報告を行うこと。】 

 

(2) 消毒・清掃等の実施 

○ 新型コロナウイルス感染者の居室及び当該利用者が利用した共用スペー

スについては、消毒・清掃を実施する。具体的には、手袋を着用し、消毒

用エタノールで清拭する。または、次亜塩素酸ナトリウム液で清拭後、湿

式清掃し、乾燥させる。なお、次亜塩素酸ナトリウム液を含む消毒薬の噴

霧については、吸引すると有害であり、効果が不確実であることから行わ

ないこと。トイレのドアノブや取手等は、消毒用エタノールで清拭する。

または、次亜塩素酸ナトリウム液（0.05％）で清拭後、水拭きし、乾燥さ

せる。保健所の指示がある場合は、その指示に従うこと。 

 

(3) 積極的疫学調査への協力等 

○ 感染者が発生した場合は、保健所の指示に従い、濃厚接触者となる利用者

等の特定に協力すること。その際、可能な限り利用者のケア記録や面会者の

情報の提供等を行うこと。 

  【新型コロナウイルス感染が疑われる者が発生した場合は、当該施設等に

おいて、感染が疑われる者との濃厚接触が疑われる利用者等を特定するこ

と。濃厚接触が疑われる者については、以下を参考に特定すること。 

 ・ 新型コロナウイルス感染が疑われる者と同室または長時間の接触があっ

た者 

・ 適切な感染の防護無しに新型コロナウイルス感染が疑われる者を診察、

看護若しくは介護していた者 

・ 新型コロナウイルス感染が疑われる者の気道分泌液若しくは体液、排泄

物等の汚染物質に直接触れた可能性が高い者】 

 

 (4) 新型コロナウイルス感染症の感染者等への適切な対応の実施 

○ 感染者等については、以下の対応を行う。 

① 職員の場合の対応 

職員の感染が判明した場合、原則入院することとなるが、症状等によっ

ては自治体の判断に従うこととなること※。 

【感染が疑われる職員については、「帰国者・接触者相談センター」に電

話連絡し、指示を受けること。ただし、濃厚接触者であって感染が疑われ

る場合は、積極的疫学調査を実施している保健所に相談すること。】 
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② 利用者の場合の対応 

利用者に新型コロナウイルス感染症の感染が判明した場合は、高齢者や

基礎疾患を有する者等である場合には原則入院することとなるが、それ以

外の者については症状等によっては自治体の判断に従うこととなること※。 

【感染が疑われる利用者については、「帰国者・接触者相談センター」に

電話連絡し、指示を受けること。ただし、濃厚接触者であって感染が疑わ

れる場合は、積極的疫学調査を実施している保健所に相談すること。】 

 

※ 「新型コロナウイルス感染症の軽度者等に係る宿泊療養及び自宅療養の対象

並びに自治体における対応に向けた準備について」（令和２年４月２日付け

厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策推進本部事務連絡）において、地

域での感染拡大の状況によっては、高齢者や基礎疾患を有する者など以外の

方で、症状がない又は医学的に症状が軽い方には自宅での安静・療養を原則

としつつ、高齢者や基礎疾患を有する者等への家庭内感染のおそれがある場

合等には、入院措置を行うものとする旨が示されている。 

 

(5) 新型コロナウイルス感染症の濃厚接触者等への適切な対応の実施 

○ 濃厚接触者等については、保健所と相談の上、以下の対応を行う。 

なお、濃厚接触者については 14日間にわたり健康状態を観察することとし

ており、以下の対応は感染者との最終接触から 14日間行うことが基本となる

が、詳細な期間や対応については保健所の指示に従うこと。 

① 職員の場合の対応 

保健所により濃厚接触者とされた職員については、自宅待機を行い、保

健所の指示に従うこと。職場復帰時期については、発熱等の症状の有無等

も踏まえ、保健所の指示に従う。 

【なお、濃厚接触が疑われる段階においては、発熱等の症状がある場合

は、自宅待機を行い、保健所の指示に従う。また、発熱等の症状がない場

合は、保健所と相談の上、疑われる職員数等の状況も踏まえ対応する。】 

 

② 利用者の場合の対応 

保健所により濃厚接触者とされた利用者については、以下の対応を行

う。 

・ 当該利用者については、原則として個室に移動する。 

・ 有症状となった場合は、速やかに別室に移動する。 

・ 個室が足りない場合は、症状のない濃厚接触者を同室とする。 
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・ 個室管理ができない場合は、濃厚接触者にマスクの着用を求めた上

で、「ベッドの間隔を 2m以上あける」または「ベッド間をカーテンで仕

切る」等の対応を実施する。 

・ 濃厚接触者が部屋を出る場合はマスクを着用し、手洗い、アルコール

消毒による手指衛生を徹底する。 

・ 当該利用者とその他の利用者の介護等に当たっては、可能な限り担当

職員を分けて対応を行う。 

・ 職員のうち、基礎疾患を有する者及び妊婦等は、感染した際に重篤化す

るおそれが高いため、勤務上の配慮を行うこと。 

・ 当該利用者へのケアに当たっては、部屋の換気を１、２時間ごとに５

～10分間行うこととする。また、共有スペースや他の部屋についても窓

を開け、換気を実施する。 

・ 職員は使い捨て手袋とマスクを着用する。咳込みなどがあり、飛沫感

染のリスクが高い状況では、必要に応じてゴーグル、使い捨てエプロ

ン、ガウン等を着用する。 

・ 体温計等の器具は、可能な限り当該利用者専用とする。その他の利用

者にも使用する場合は、消毒用エタノールで清拭を行う。 

・ ケアの開始時と終了時に、（液体）石けんと流水による手洗いまたは消

毒用エタノール による手指消毒を実施する。手指消毒の前に顔（目・

鼻・口）を触らないように注意する。「１ケア１手洗い」、「ケア前後の手

洗い」を基本とする。 

・ 濃厚接触者のうち有症状者については、リハビリテーション等は実施

しないこと。無症状者については、利用者は手洗い、アルコール消毒に

よる手指消毒を徹底し、職員は適切な感染防護を行った上で個室又はベ

ッドサイドにおいて、実施も可能であること。 

 

＜個別のケア等の実施に当たっての留意点＞ 

濃厚接触者に対する個別のケア等の実施に当たっては以下の点に留意す

る。 

(ⅰ)食事の介助等 

・ 食事介助は、原則として個室で行うものとする。 

・ 食事前に利用者に対し、（液体）石けんと流水による手洗い等を実施す

る。 

・ 食器は使い捨て容器を使用するか、または、濃厚接触者のものを分け

た上で、熱水洗浄が可能な自動食器洗浄機を使用する。 
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・ まな板、ふきんは、洗剤で十分洗い、熱水消毒するか、次亜塩素酸ナ

トリウム液に浸漬後、洗浄する。 

 

(ⅱ)排泄の介助等 

・ 使用するトイレの空間は分ける。 

・ おむつ交換の際は、排泄物に直接触れない場合であっても、手袋に加

え、マスク、使い捨てエプロンを着用する。 

・ おむつは感染性廃棄物として処理を行う。 

※ ポータブルトイレを利用する場合の介助も同様とする。（使用後ポー

タブルトイレは洗浄し、次亜塩素酸ナトリウム液等で処理を行う。） 

 

(ⅲ)清潔・入浴の介助等 

・ 介助が必要な場合は、原則として清拭で対応する。清拭で使用したタ

オル等は熱水洗濯機（80℃10 分間）で洗浄後、乾燥を行うか、または、

次亜塩素酸ナトリウム液浸漬後、洗濯、乾燥を行う。 

・ 個人専用の浴室で介助なく入浴ができる場合は、入浴を行ってもよ

い。その際も、必要な清掃等を行う。 

 

(ⅳ)リネン・衣類の洗濯等 

・ 当該利用者のリネンや衣類については、その他の利用者と必ずしも分

ける必要はないが、熱水洗濯機（80℃10 分間）で処理し、洗浄後乾燥さ

せるか、または、次亜塩素酸ナトリウム液浸漬後、洗濯、乾燥を行う。 

・ 当該利用者が鼻をかんだティッシュ等のゴミの処理は、ビニール袋に

入れて感染性廃棄物として処理を行う。 
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社会福祉施設等（通所・短期入所等のサービス）における 

感染防止に向けた対応について 

 

１．感染防止に向けた取組 

感染防止に向けた取組を徹底する観点からは、日頃から以下のような感染防止に向

けた取組を行うことが重要である。 

（1）施設等における取組 

（感染症対策の再徹底） 

○ 社会福祉施設等における感染拡大防止に向けた取組方針の再検討や感染拡大

防止に向けた取組の再徹底を行うこと。 

○ 感染防止に向け、職員間での情報共有を密にし、感染防止に向けた取組を職

員が連携し取組を進めること。 

○ 感染者が発生した場合に積極的疫学調査への円滑な協力が可能となるよう、

症状出現後の接触者リスト、利用者のケア記録（体温、症状等がわかるもの）、

直近 2週間の勤務表、施設内に出入りした者等の記録を準備しておくこと。 

○ 入国拒否の対象地域から帰国後症状がある職員等がいる場合、施設長は、す

みやかに市区町村に対して、人数、症状、対応状況等を報告するとともに、発

熱等の症状により感染が疑われる職員等がいる場合は、保健所に報告して指示

を求めること。また、最新情報を収集し、職員等に情報提供すること。 

 

（施設への立ち入り） 

○ 委託業者等については、物品の受け渡し等は玄関など施設の限られた場所

で行うことが望ましく、施設内に立ち入る場合については、体温を計測して

もらい、発熱が認められる場合には入館を断ること。 

○ 業者等の施設内に出入りした者の氏名・来訪日時・連絡先については、感染

者が発生した場合に積極的疫学調査への協力が可能となるよう記録しておくこ

と。 

 

（2）職員の取組 

（感染対策の再徹底） 

○ 職員、利用者のみならず、面会者や委託業者等、職員などと接触する可能性

があると考えられる者含めて、マスクの着用を含む咳エチケットや手洗い、ア

ルコール消毒等により、感染経路を断つことが重要であり、「高齢者介護施設に

おける感染対策マニュアル改訂版」等を参照の上、対策を徹底すること。 

○ 職員は、各自出勤前に体温を計測し、発熱等の症状が認められる場合には出
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勤を行わないことを徹底すること。なお、過去に発熱が認められた場合にあっ

ては、解熱後 24時間以上が経過し、咳などの呼吸器症状が改善傾向となるまで

は同様の取扱いとする。なお、このような状況が解消した場合であっても、引

き続き当該職員の健康状態に留意すること。 

該当する職員については、管理者等に報告し、確実な把握を行うよう努める

こと。 

ここでいう職員とは、利用者に直接介護サービスや障害福祉サービス等を提

供する職員だけでなく、事務職や送迎を行う職員等、当該事業所のすべての職

員やボランティア等含むものとする。 

○ 発熱や呼吸器症状により感染が疑われる職員等については、「「 新型コロナウ

イルス 感染症についての相談・受診の目安」を踏まえた対応について」（令和

２年２月 17日厚生労働省子ども家庭局総務課少子総合対策室ほか連名事務連

絡）を踏まえて適切に対応すること。 

○ 職場はもとより、職場外でも感染拡大を防ぐための取組を進めることが重要

であり、換気が悪く、人が密に集まって過ごすような空間に集団で集まること

を避けるようにすること。 

○ 職員が感染源となることのないよう、症状がない場合であっても利用者と接

する際にはマスクを着用すること。食堂や詰め所でマスクをはずして飲食をす

る場合、他の職員と一定の距離を保つこと。 

 

（３）ケア等の実施に当たっての取組 

（基本的な事項） 

○ 感染拡大防止の観点から、「３つの密」（「換気が悪い密閉空間」、「多数が集ま

る密集場所」及び「間近で会話や発声をする密接場面」）を避ける必要があるこ

と等から、以下に留意し実施すること。 

 ・ 可能な限り同じ時間帯、同じ場所での実施人数を減らす。 

 ・ 定期的に換気を行う。 

 ・ 互いに手を伸ばしたら手が届く範囲以上の距離を保つ等、利用者同士の距

離について配慮する。 

 ・ 声を出す機会を最小限にすることや、声を出す機会が多い場合は咳エチケ

ットに準じてマスクを着用することを考慮する。 

 ・ 清掃を徹底し、共有物（手すり等）については必要に応じて消毒を行う。 

 ・ 職員、利用者ともに手洗い、アルコール消毒による手指消毒を徹底する。 
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（送迎時等の対応等） 

○ 社会福祉施設等の送迎に当たっては、送迎車に乗る前に、本人・家族又は職

員が本人の体温を計測し、発熱が認められる場合には、利用を断る取扱いとす

る。 

○ 過去に発熱が認められた場合にあっては、解熱後 24時間以上が経過し、呼吸

器症状が改善傾向となるまでは同様の取扱いとする。なお、このような状況が

解消した場合であっても、引き続き当該利用者の健康状態に留意すること。 

○ 送迎時には、窓を開ける等換気に留意するとともに、送迎後に利用者の接触

頻度が高い場所（手すり等）の消毒を行う。 

○ 発熱により利用を断った利用者については、社会福祉施設等から当該利用者

を担当する居宅介護支援事業所又は相談支援事業所等（以下「居宅介護支援事

業所等」という。）に情報提供を行い、当該居宅介護支援事業所等は、必要に応

じ、訪問介護等の提供を検討する。 

○ 市区町村や社会福祉施設等においては、都道府県や衛生主管部局、地域の保

健所と十分に連携の上、必要となる代替サービスの確保・調整等、利用者支援

の観点で居宅介護支援事業所等や社会福祉施設等において必要な対応がとられ

るように努めるものとする。 

 

（リハビリテーション等の実施の際の留意点） 

○ 社会福祉施設等においては、利用者の廃用症候群防止や ADL維持等の観点か

ら、一定のリハビリテーション又は機能訓練や活動を行うことは重要である一

方、感染拡大防止の観点から、基本的事項における「３つの密」を避ける取組

を踏まえ実施すること。 

 

２．新型コロナウイルス感染症に感染した者が発生した場合の取組 

  社会福祉施設等の利用者等（当該施設等の利用者及び職員等をいう。）に新型コロ

ナウイルス感染症に感染した者が発生した場合には、感染拡大防止の観点から、以

下の取組を徹底する。 

  なお、特段の記載（【 】の中で記載しているもの。）がない限り、新型コロナウ

イルス感染が疑われる者※が発生した場合も同様の取扱いとする。その際、以下の記

載のうち「濃厚接触者」は「感染が疑われる者との濃厚接触が疑われる者」と読み

替えるものとする。 

 ※「新型コロナウイルス感染が疑われる者」： 

社会福祉施設等の利用者等であって、風邪の症状や 37.5度以上の発熱が４日以

上（高齢者・基礎疾患がある者・妊婦である利用者等については２日程度）続い
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ている者又は強いだるさ（倦怠感）や息苦しさ（呼吸困難）がある者、医師が総

合的に判断した結果、新型コロナウイルス感染症を疑う者であって、PCR陽性等

診断が確定するまでの間の者。 

 

(1) 情報共有・報告等の実施 

○ 利用者等において、新型コロナウイルス感染者が発生した場合、当該事業

所等は、速やかに管理者等への報告を行い、当該事業所内での情報共有を行

うとともに、指定権者（障害福祉サービス等にあっては、当該利用者の支給

決定を行う市町村を含む。以下同様。）への報告を行うこと。また、当該利用

者の家族等に報告を行うこと。 

○ また、当該利用者の主治医及び担当の居宅介護支援事業所等に報告を行う

こと。 

【新型コロナウイルス感染が疑われる者が発生した場合は、「帰国者・接触

者相談センター」に電話連絡し、指示を受けること。速やかに管理者等への

報告を行い、当該施設内での情報共有を行うとともに、指定権者への報告を

行うこと。また、当該利用者の家族等に報告を行うこと。】 

 

(2) 消毒・清掃等の実施 

○ 新型コロナウイルス感染者の居室及び当該利用者が利用した共用スペー

スについては、消毒・清掃を実施する。具体的には、手袋を着用し、消毒

用エタノールで清拭する。または、次亜塩素酸ナトリウム液で清拭後、湿

式清掃し、乾燥させる。なお、次亜塩素酸ナトリウム液を含む消毒薬の噴

霧については、吸引すると有害であり、効果が不確実であることから行わ

ないこと。トイレのドアノブや取手等は、消毒用エタノールで清拭する。

または、次亜塩素酸ナトリウム液（0.05％）で清拭後、水拭きし、乾燥さ

せる。保健所の指示がある場合は、その指示に従うこと。 

 

 (3) 積極的疫学調査への協力 

○ 感染者が発生した場合は、保健所の指示に従い、濃厚接触者となる利用者

等の特定に協力すること。その際、可能な限り利用者のケア記録の提供等を

行うこと。 

  【新型コロナウイルス感染が疑われる者が発生した場合は、当該施設等に

おいて、感染が疑われる者との濃厚接触が疑われる利用者等を特定するこ

と。濃厚接触が疑われる者については、以下を参考に特定すること。 

 ・ 新型コロナウイルス感染が疑われる者と同室または長時間の接触があっ

44
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た者 

・ 適切な感染の防護無しに新型コロナウイルス感染が疑われる者を診察、

看護若しくは介護していた者 

・ 新型コロナウイルス感染が疑われる者の気道分泌液若しくは体液、排泄

物等の汚染物質に直接触れた可能性が高い者 

特定した利用者については、居宅介護支援事業所等に報告を行うこと。】 

 

(4) 新型コロナウイルス感染症の感染者への適切な対応の実施 

○ 感染者については、以下の対応を行う。 

ア 職員の場合の対応 

職員の感染が判明した場合、原則入院することとなるが、症状等によっ

ては自治体の判断に従うこととなること。 

【感染が疑われる職員については、「帰国者・接触者相談センター」に電

話連絡し、指示を受けること。ただし、濃厚接触者であって感染が疑われ

る場合は、積極的疫学調査を実施している保健所に相談すること。】 

イ 利用者の場合の対応 

利用者に新型コロナウイルス感染症の感染が判明した場合は、原則入院

することとなること。 

【感染が疑われる利用者については、「帰国者・接触者相談センター」に

電話連絡し、指示を受けること。ただし、濃厚接触者であって感染が疑わ

れる場合は、積極的疫学調査を実施している保健所に相談すること。】 

 

(5) 新型コロナウイルス感染症の濃厚接触者への適切な対応の実施 

○ 濃厚接触者については、保健所と相談の上、以下の対応を行う。 

ア 職員の場合の対応 

保健所により濃厚接触者とされた職員については、自宅待機を行い、保

健所の指示に従う。職場復帰時期については、発熱等の症状の有無等も踏

まえ、保健所の指示に従う。 

【なお、濃厚接触が疑われる段階においては、発熱等の症状がある場合

は、自宅待機を行い、保健所の指示に従う。また、発熱等の症状がない場

合は、保健所と相談の上、疑われる職員数等の状況も踏まえ対応する。】 

イ 利用者の場合の対応 

保健所により濃厚接触者とされた利用者については、以下の対応を行

う。 

・ 自宅待機を行い、保健所の指示に従う。居宅介護支援事業所等は、保
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健所と相談し、生活に必要なサービスを確保する。 

・ なお、短期入所利用者においては、必要に応じ、入所施設・居住系サ

ービスと同様の対応を行うこと。  

45
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社会福祉施設等（居宅を訪問して行うサービス）における 

感染防止に向けた対応について 

 

１．感染防止に向けた取組 

感染防止に向けた取組を徹底する観点からは、日頃から以下のような感染防止に向

けた取組を行うこと重要である。 

（1）施設等における取組 

（感染対策の再徹底） 

○ 社会福祉施設等における感染拡大防止に向けた取組方針の再検討や感染拡大

防止に向けた取組の再徹底を行うこと。 

○ 感染防止に向け、職員間での情報共有を密にし、感染防止に向けた取組を職

員が連携し取組を進めること。 

○ 感染者が発生した場合に積極的疫学調査への円滑な協力が可能となるよう、

利用者のケア記録（体温、症状等がわかるもの）、直近 2週間の勤務表等の記録

を準備しておくこと。 

○ 入国拒否の対象地域から帰国後症状がある職員等がいる場合、施設長は、す

みやかに市区町村に対して、人数、症状、対応状況等を報告するとともに、 発

熱等の症状により感染が疑われる職員等がいる場合は、 保健所に報告して指示

を求めること。また、最新情報を収集し、職員等に情報提供すること。 

 

（2）職員の取組 

（感染症対策の再徹底） 

○ 職員、利用者のみならず、委託業者等、職員などと接触する可能性があると

考えられる者含めて、マスクの着用を含む咳エチケットや手洗い、アルコール

消毒等により、感染経路を断つことが重要であり、「高齢者介護施設における感

染対策マニュアル改訂版」等を参照の上、対策を徹底すること。 

○ 職員は、各自出勤前に体温を計測し、発熱等の症状が認められる場合には出

勤を行わないことを徹底すること。なお、過去に発熱が認められた場合にあっ

ては、解熱後 24時間以上が経過し、咳などの呼吸器症状が改善傾向となるまで

は同様の取扱いとする。なお、このような状況が解消した場合であっても、引

き続き当該職員の健康状態に留意すること。 

該当する職員については、管理者等に報告し、確実な把握を行うよう努める

こと。 

ここでいう職員とは、利用者に直接介護サービスや障害福祉サービス等を提

供する職員だけでなく、事務職や送迎を行う職員等、当該事業所のすべての職
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員やボランティア等含むものとする。 

○ 発熱や呼吸器症状により感染が疑われる職員等については、「「 新型コロナウ

イルス 感染症についての相談・受診の目安」を踏まえた対応について」（令和

２年２月 17日厚生労働省子ども家庭局総務課少子総合対策室ほか連名事務連

絡）を踏まえて適切に対応すること。 

○ 職場はもとより、職場外でも感染拡大を防ぐための取組を進めることが重要

であり、換気が悪く、人が密に集まって過ごすような空間に集団で集まること

を避ける等の対応を徹底すること。 

○ 職員が感染源となることのないよう、症状がない場合であっても利用者と接

する際にはマスクを着用すること。 

 

（３）ケア等の実施に当たっての取組 

（基本的な事項） 

○ サービスを提供する際は、その提供に先立ち、利用者本人・家族又は職員が

本人の体温を計測し（可能な限り事前に計測を依頼することが望ましい）、発熱

が認められる場合には、「「新型コロナウイルス感染症についての相談・受診の

目安」を踏まえた対応について」（令和２年２月 17日厚生労働省子ども家庭局

総務課少子化総合対策室ほか連名事務連絡 ）を踏まえた適切な相談及び受診を

行うよう促すとともに、サービス提供に当たっては以下の点に留意すること。 

・ サービスを行う事業者等は、保健所とよく相談した上で、居宅介護支援事

業所等と連携し、サービスの必要性を再度検討の上、感染防止策を徹底させ

てサービスの提供を継続すること。 

・ サービスを提供する者のうち、基礎疾患を有する者及び妊婦等は、感染した

際に重篤化するおそれが高いため、勤務上の配慮を行うこと。 

・ サービスの提供に当たっては、サービス提供前後における手洗い、マスク

の着用、エプロンの着用、必要時の手袋の着用、咳エチケットの徹底を行う

と同時に、事業所内でもマスクを着用する等、感染機会を減らすための工夫

を行うこと。 

・ 可能な限り担当職員を分けての対応や、最後に訪問する等の対応を行うこ

と。 

 

２．新型コロナウイルス感染症に感染した者が発生した場合の取組 

社会福祉施設等の利用者等（当該施設等の利用者及び職員等をいう。）に新型コロ

ナウイルス感染症に感染した者が発生した場合には、感染拡大防止の観点から、以下

の取組を徹底する。 

46
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なお、特段の記載（【 】の中で記載しているもの。）がない限り、新型コロナウイ

ルス感染が疑われる者※が発生した場合も同様の取扱いとする。その際、以下の記載

のうち「濃厚接触者」は「感染が疑われる者との濃厚接触が疑われる者」と読み替え

るものとする。 

※「新型コロナウイルス感染が疑われる者」： 

社会福祉施設等の利用者等であって、風邪の症状や 37.5 度以上の発熱が４日以

上（高齢者・基礎疾患がある者・妊婦である利用者等については２日程度）続いて

いる者又は強いだるさ（倦怠感）や息苦しさ（呼吸困難）がある者、医師が総合的

に判断した結果、新型コロナウイルス感染症を疑う者であって、PCR陽性等診断が

確定するまでの間の者。 

 

(1) 情報共有・報告等の実施 

○ 利用者等において、新型コロナウイルス感染者が発生した場合、当該事業

所等は、速やかに管理者等への報告を行い、当該事業所内での情報共有を行

うとともに、指定権者（障害福祉サービス等にあっては、当該利用者の支給

決定を行う市町村を含む。以下同様。）への報告を行うこと。また、当該利用

者の家族等に報告を行うこと。 

○ また、当該利用者の主治医及び担当の居宅介護支援事業所等に報告を行

う。 

【新型コロナウイルス感染が疑われる者が発生した場合は、「帰国者・接触

者相談センター」に電話連絡し、指示を受けること。速やかに管理者等への

報告を行い、当該施設内での情報共有を行うとともに、指定権者への報告を

行うこと。また、当該利用者の家族等に報告を行うこと。】 

 

(2) 積極的疫学調査の協力 

○ 感染者が発生した場合は、保健所の指示に従い、濃厚接触者となる利用者

等の特定に協力すること。その際、可能な限り利用者のケア記録の提供等を

行うこと。 

  【新型コロナウイルス感染が疑われる者が発生した場合は、当該施設等に

おいて、感染が疑われる者との濃厚接触が疑われる職員を特定すること。濃

厚接触が疑われる職員については、以下を参考に特定すること。 

 ・ 新型コロナウイルス感染が疑われる者と同室または長時間の接触があっ

た者 

・ 適切な感染の防護無しに新型コロナウイルス感染が疑われる者を看護若

しくは介護していた者 
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・ 新型コロナウイルス感染が疑われる者の気道分泌液若しくは体液、排泄

物等の汚染物質に直接触れた可能性が高い者】 

 

(3) 新型コロナウイルス感染症の感染者への適切な対応の実施 

○ 感染者については、以下の対応を行う 

① 職員の場合の対応 

職員の感染が判明した場合、原則入院することとなるが、症状等によっ

ては自治体の判断に従うこととなること。 

【感染が疑われる職員については、「帰国者・接触者相談センター」に電

話連絡し、指示を受けること。ただし、濃厚接触者であって感染が疑われ

る場合は、積極的疫学調査を実施している保健所に相談すること。】 

 

② 利用者の場合の対応 

利用者に新型コロナウイルス感染症の感染が判明した場合は、原則入院

することとなること。 

【感染が疑われる利用者については、「帰国者・接触者相談センター」に

電話連絡し、指示を受けること。ただし、濃厚接触者であって感染が疑わ

れる場合は、積極的疫学調査を実施している保健所に相談すること。】 

 

(4) 新型コロナウイルス感染症の濃厚接触者への適切な対応の実施 

○ 濃厚接触者については、保健所と相談の上、以下の対応を行う。 

なお、濃厚接触者については 14日間にわたり健康状態を観察することとし

ており、以下の対応は感染者との最終接触から 14日間行うことが基本となる

が、詳細な期間については保健所の指示に従うこと。 

 

① 職員の場合の対応 

保健所により濃厚接触者とされた職員については、自宅待機を行い、保

健所の指示に従う。職場復帰時期については、発熱等の症状の有無等も踏

まえ、保健所の指示に従う。 

【感染が疑われる者との濃厚接触が疑われる職員のうち発熱等の症状

がある場合は、自宅待機を行い、保健所の指示に従う。発熱等の症状が

ない場合であっても、保健所と相談の上、可能な限りサービス提供を行

わないことが望ましい。】 

 

② 利用者の場合の対応 
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保健所により濃厚接触者とされた利用者については、居宅介護支援事業

所等が、保健所と相談し、生活に必要なサービスを確保する。その際、保

健所とよく相談した上で、訪問介護等の必要性を再度検討すること。 

 

検討の結果、必要性が認められ、サービスを提供することとなる場合に

は、以下の点に留意すること。 

・ サービスを提供する者のうち、基礎疾患を有する者及び妊婦等は、感

染した際に重篤化するおそれが高いため、勤務上の配慮を行うこと。 

・ サービスの提供に当たっては、 地域の保健所とよく相談した上で、そ

の支援を受けつつ、訪問時間を可能な限り短くする等、感染防止策を徹

底すること。具体的には、 サービス提供前後における手洗い、マスクの

着用、エプロンの着用、必要時の手袋の着用、咳エチケットの徹底を行

うと同時に、事業所内でもマスクを着用する等、感染機会を減らすため

の工夫を行うこと。 

 

＜サービス提供にあたっての留意点＞ 

・ 自身の健康管理に留意し、出勤前に各自で体温を計測して、発熱や

風邪症状等がある場合は出勤しないこと。 

・ 濃厚接触者とその他の利用者の介護等に当たっては、可能な限り担

当職員を分けての対応や、最後に訪問する等の対応を行う。 

・ 訪問時間を可能な限り短くできるよう工夫を行う。やむを得ず長時

間の見守り等を行う場合は、可能な範囲で当該利用者との距離を保つ

ように工夫する。 

・ 訪問時には、換気を徹底する。 

・ ケアに当たっては、職員は使い捨て手袋とマスクを着用すること。

咳込みなどがあり、飛沫感染のリスクが高い状況では、必要に応じて

ゴーグル、使い捨てエプロン、ガウン等を着用する。 

・ 体温計等の器具については、消毒用体温計等の器具については、消

毒用エタノールで清拭を行う。 

・ サービス提供開始時と終了時に、（液体）石けんと流水による手洗い

または消毒用エタノールによる手指消毒を実施する。手指による手指

消毒を実施する。手指消毒の前に顔（目・鼻・口）を触らないように

注意する。「１ケア１手洗い」、「ケア前後の手洗い」を基本とする。 
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＜個別のケア等の実施に当たっての留意点＞ 

濃厚接触者に対する個別のケア等の実施に当たっては以下の点に留意

すること。 

(ⅰ)食事の介助等 

・ 食事前に利用者に対し、（液体）石けんと流水による手洗い等を実

施する。 

・ 食事は使い捨て容器を使用するか、自動食器洗浄器の使用、また

は、洗剤での洗浄を行う。 

・ 食事の準備等を短時間で実施できるよう工夫を行う。 

(ⅱ) 排泄の介助等 

・ おむつ交換の際は、排泄物に直接触れない場合であっても、手袋

に加え、マスク使い捨てエプロンを着用する。 

(ⅲ) 清潔・入浴の介助等 

・ 介助が必要な者（訪問入浴介護を利用する者を含む）について

は、原則清拭で対応する。清拭で使用したタオル等は、手袋とマス

クを着用し、一般的な家庭用洗剤で洗濯し、完全に乾燥させる。 

(ⅳ) 環境整備 

・ 部屋の清掃を行う場合は、手袋を着用し、消毒用エタノールで清

拭する。または、次亜塩素酸ナトリウム液で清拭後、湿式清掃し、

乾燥させる。なお、次亜塩素酸ナトリウム液を含む消毒薬の噴霧に

ついては、吸引すると有害であり、効果が不確実であることから行

わないこと。トイレのドアノブや取手等は、消毒用エタノールで清

拭し、消毒を行う。または、次亜塩素酸ナトリウム液（0.05％）で

清拭後、水拭きし、乾燥させる。保健所の指示がある場合は、その

指示に従うこと。 
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利用者の状況に応じた対応について（入所施設・居住系）

(1)施設等における
取組

（感染症対策の再徹底）
○ 感染の疑いについてより早期に把握できるよう、日頃から利用者の健康の状態や変化の有無等に留意

○ 感染防止に向け、職員間での情報共有を密にし、感染防止に向けた取組を職員が連携して推進

○ 積極的疫学調査への円滑な協力が可能となるよう、症状出現後の接触者リスト、ケア記録、勤務表、施設内に出入りした者の記録
等を準備

（面会及び施設への立ち入り）
○ 面会は、緊急やむを得ない場合を除き、制限すること。テレビ電話等の活用を行うこと等の工夫をすることも検討

○ 委託業者等についても、物品の受け渡し等は玄関など施設の限られた場所で行うことが望ましく、施設内に立ち入る場合について
は、体温を計測してもらい、発熱が認められる場合には入館を断る

○ 面会者や業者等の施設内に出入りした者の氏名・来訪日時・連絡先について、積極的疫学調査への協力が可能となるよう記録

(2)職員の取組

（感染症対策の再徹底）
○ 「高齢者介護施設における感染対策マニュアル改訂版」等を参照の上、マスクの着用を含む咳エチケットや手洗い、アルコール消
毒等を徹底

○ 出勤前に体温を計測し、発熱等の症状が認められる場合には出勤を行わないことを徹底

○ 感染が疑われる場合は、「 新型コロナウイルス 感染症についての相談・受診の目安」を踏まえて適切に対応

○ 職場外でも感染拡大を防ぐための取組が重要。換気が悪く、人が密に集まって過ごすような空間に集団で集まることを避ける等の
対応を徹底

(3)リハビリテー
ション等の実施の
際の留意点

○ ADL維持等の観点から、リハビリテーション等の実施は重要である一方、感染拡大防止の観点から、「３つの密」（「換気が悪い
密閉空間」、「多数が集まる密集場所」及び「間近で会話や発声をする密接場面」）を避ける必要

○ 可能な限り同じ時間帯・同じ場所での実施人数の縮小、定期的な換気、互いに手を伸ばしたら手が届く範囲以上の距離の確保、声
を出す機会の最小化、声を出す機会が多い場合のマスク着用、清掃の徹底、共有物の消毒の徹底、手指衛生の励行の徹底

１．感染防止に向けた取組

入所施設等

1

定義
(1)情報共有
・報告等

(2)消毒
・清掃等

(3)積極的疫学調
査への協力等

(4)感染者への対応／(5)濃厚接触者への対応

職員 利用者

感染者
医療機関が特定

・ＰＣＲ陽性の者

・利用者等（利用者・
職員）に発生した場
合、速やかに施設長
等に報告し、施設内
で情報共有

・指定権者、家族等に
報告

・居室及び利
用した共用ス
ペースを消
毒・清掃。手
袋を着用し、
消毒用エタ
ノールまたは
次亜塩素酸ナ
トリウム液で
清拭等

・保健所の指
示がある場合
は指示に従う

・利用者等に発生
した場合、保健所
の指示に従い、濃
厚接触者の特定に
協力

・可能な限り利用
者のケア記録や面
会者の情報を提供

・原則入院
（症状等によっては自
治体の判断に従う）

・原則入院。高齢者や基礎疾患を有する者等以外の者に
ついては症状等によっては自治体の判断

感染が疑
われる者

施設等が判断

・風邪の症状や37.5
度以上の発熱が２
日程度続いている
者又は強いだるさ
や息苦しさがある
者、医師が総合的
に判断した結果感
染を疑う者
※ＰＣＲ陽性等診断
が確定前の者

・利用者等に発生した
場合、「相談セン
ター」（帰国者・接
触者相談センター）
に電話連絡し、指示
を受ける

・速やかに施設長等に
報告し、施設内で情
報共有

・指定権者、家族等に
報告

・利用者等に発生
した場合、当該施
設等において、感
染が疑われる者と
の濃厚接触が疑わ
れる者を特定

・「相談センター」に電話連絡し、指示を受ける

濃厚接触
者

保健所が特定

・感染者と同室・長
時間接触
・適切な防護無しに
感染者を診察、看
護、介護
・感染者の気道分泌
液等に直接接触

－ － －

・自宅待機を行い、保
健所の指示に従う

・職場復帰時期につい
ては、発熱等の症状
の有無等も踏まえ、
保健所の指示に従う

・原則として個室に移動。個室が足りない場合は、症状
のない濃厚接触者を同室に。個室管理ができない場合、
マスク着用、ベッド間隔を2m以上あける等の対応。部
屋を出る場合はマスクを着用し、手指衛生を徹底

・可能な限りその他利用者と担当職員を分けて対応

・ケアに当たっては、部屋の換気を十分に実施

・職員は使い捨て手袋とマスクを着用。飛沫感染のリス
クが高い状況では、必要に応じてゴーグル等を着用

・体温計等の器具は、可能な限り専用に

・ケアの開始時と終了時に、石けんと流水による手洗い
等による手指消毒を実施。手指消毒の前に顔を触らな
いように注意。「１ケア１手洗い」等が基本

・有症状者については、リハビリテーション等は実施し
ない。無症状者については、手指消毒を徹底した上で、
職員は使い捨て手袋とマスクを着用し個室等において、
実施も可能

※保健所と相談の上、対応

※個別ケア等実施時の留意点は別添のとおり

感染が疑
われる者
との濃厚
接触が疑
われる者

施設等が特定

・「感染が疑われる
者」と同室・長時
間接触
・適切な防護無しに
「感染が疑われる
者」を診察、看護、
介護
・「感染が疑われる
者」の気道分泌液
等に直接接触

－ － －

・発熱等の症状がある
場合は、自宅待機を
行い、保健所の指示
に従う。復帰時期に
ついては上欄に同じ

・発熱等の症状がない
場合は、保健所と相
談の上、疑われる職
員数等の状況も踏ま
え対応

２．新型コロナウイルス感染症に感染した者等が発生した場合の取組 入所施設等

2
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利用者の状況に応じた対応について（通所系・短期入所）

(1)施設等における
取組

（感染症対策の再徹底）
○ 感染防止に向け、職員間での情報共有を密にし、感染防止に向けた取組を職員が連携して推進

○ 積極的疫学調査への円滑な協力が可能となるよう、症状出現後の接触者リスト、ケア記録、勤務表、施設内に出入りした者の記録
等を準備

（施設への立ち入り）
○ 委託業者等による物品の受け渡し等は玄関など施設の限られた場所で行うことが望ましく、施設内に立ち入る場合については、体
温を計測してもらい、発熱が認められる場合には入館を断る

○ 業者等の施設内に出入りした者の氏名・来訪日時・連絡先について、積極的疫学調査への協力が可能となるよう記録

(2)職員の取組

（感染症対策の再徹底）
○ 「高齢者介護施設における感染対策マニュアル改訂版」等を参照の上、マスクの着用を含む咳エチケットや手洗い、アルコール消
毒等を徹底

○ 出勤前に体温を計測し、発熱等の症状が認められる場合には出勤を行わないことを徹底

○ 感染が疑われる場合は、「 新型コロナウイルス 感染症についての相談・受診の目安」を踏まえて適切に対応

○ 職場外でも感染拡大を防ぐための取組が重要。換気が悪く、人が密に集まって過ごすような空間に集団で集まることを避ける等の
対応を徹底

(3)ケア等の実施時
の取組

（基本的な事項）
○ 感染拡大防止の観点から、「３つの密」（「換気が悪い密閉空間」、「多数が集まる密集場所」及び「間近で会話や発声をする密
接場面」）を避ける必要があり、可能な限り同じ時間帯・同じ場所での実施人数の縮小、定期的な換気、互いに手を伸ばしたら手が届
く範囲以上の距離の確保等の利用者同士の距離への配慮、声を出す機会の最小化、声を出す機会が多い場合のマスク着用、清掃の徹底、
共有物の消毒の徹底、手指衛生の励行の徹底

（送迎時等の対応等）
○ 送迎車に乗る前に、本人・家族又は職員が本人の体温を計測し、発熱が認められる場合には、利用を断る

○ 送迎時には、窓を開ける等換気に留意。送迎後に利用者の接触頻度が高い場所（手すり等）を消毒

○ 発熱により利用を断った利用者については、居宅介護支援事業所に情報提供。同事業所は必要に応じ、訪問介護等の提供を検討

○ 市区町村や社会福祉施設等においては、都道府県や衛生主管部局 、地域の保健所と十分に連携の上、必要となる代替サービスの確
保・調整等、利用者支援の観点で居宅介護支援事業所等や社会福祉施設等において必要な対応がとられるように努める

（リハビリテーション等の実施の際の留意点）
○ ADL維持等の観点から、リハビリテーション等の実施は重要である一方、感染拡大防止の観点から、「３つの密」を避ける必要

１．感染防止に向けた取組

通所系等

3

定義
(1)情報共有
・報告等

(2)消毒
・清掃等

(3)積極的疫学調
査への協力等

(4)感染者への対応／(5)濃厚接触者への対応

職員 利用者

感染者
医療機関が特定

・ＰＣＲ陽性の者

・利用者等に発生した
場合、速やかに管理
者等に報告し、施設
内で情報共有

・指定権者、家族等に
報告

・主治医及び居宅介護
支援事業所に報告

・居室及び利
用した共用ス
ペースを消
毒・清掃。手
袋を着用し、
消毒用エタ
ノールまたは
次亜塩素酸ナ
トリウム液で
清拭等

・保健所の指
示がある場合
は指示に従う

・利用者等に発生
した場合、保健所
の指示に従い、濃
厚接触者の特定に
協力

・可能な限り利用
者のケア記録や面
会者の情報を提供

・原則入院
（症状等によっては自治
体の判断に従う）

・原則入院。高齢者や基礎疾患を有する者等以外の
者については症状等によっては自治体の判断

感染が疑
われる者

施設等が判断

・風邪の症状や37.5
度以上の発熱が２
日程度続いている
者又は強いだるさ
や息苦しさがある
者、医師が総合的
に判断した結果感
染を疑う者
※ＰＣＲ陽性等診断
が確定前の者

・利用者等に発生した
場合、「相談セン
ター」に電話連絡し、
指示を受ける

・速やかに管理者等に
報告し、施設内で情
報共有

・指定権者、家族等に
報告

・主治医及び居宅介護
支援事業所に報告

・利用者等に発生
した場合、当該施
設等において、感
染が疑われる者と
の濃厚接触が疑わ
れる者を特定

・特定した利用者
について居宅介護
支援事業所に報告

・「相談センター」に電話連絡し、指示を受ける

濃厚接触
者

保健所が特定

・感染者と同室・長
時間接触
・感染者の気道分泌
液等に直接接触

－ － －

・自宅待機を行い、保健
所の指示に従う

・職場復帰時期について
は、発熱等の症状の有
無等も踏まえ、保健所
の指示に従う ・自宅待機を行い、保健所の指示に従う。居宅介護

支援事業所は、保健所と相談し、生活に必要なサー
ビスを確保

・短期入所においては、必要に応じ、入所施設・居
住系サービスと同様の対応

感染が疑
われる者
との濃厚
接触が疑
われる者

施設等が特定

・「感染が疑われる
者」と同室・長時
間接触
・「感染が疑われる
者」の気道分泌液
等に直接接触

－ － －

・発熱等の症状がある場
合は、自宅待機を行い、
保健所の指示に従う。
復帰時期については上
欄に同じ

・発熱等の症状がない場
合は、保健所と相談の
上、疑われる職員数等
の状況も踏まえ対応

２．新型コロナウイルス感染症に感染した者等が発生した場合の取組 通所系等

4
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利用者の状況に応じた対応について（訪問系）

(1)施設等における
取組

（感染症対策の再徹底）
○ 感染防止に向け、職員間での情報共有を密にし、感染防止に向けた取組を職員が連携して推進

○ 積極的疫学調査への円滑な協力が可能となるよう、ケア記録、勤務表の記録等を準備

(2)職員の取組

（感染症対策の再徹底）
○ 「高齢者介護施設における感染対策マニュアル改訂版」等を参照の上、マスクの着用を含む咳エチケットや手洗い、アルコール消
毒等を徹底

○ 出勤前に体温を計測し、発熱等の症状が認められる場合には出勤を行わないことを徹底

○ 感染が疑われる場合は、「 新型コロナウイルス 感染症についての相談・受診の目安」を踏まえて適切に対応

○ 職場外でも感染拡大を防ぐための取組が重要。換気が悪く、人が密に集まって過ごすような空間に集団で集まることを避ける等の
対応を徹底

(3)ケア等の実施時
の取組

（基本的な事項）
○ サービス提供に先立ち、本人の体温を計測し、発熱が認められる場合には、「「新型コロナウイルス感染症についての相談・受診
の目安」を踏まえた対応について」を踏まえた適切な相談及び受診を行うよう促すとともに、サービス提供時は以下の点に留意
・ 保健所とよく相談した上で、居宅介護支援事業所等と連携し、サービスの必要性を再度検討の上、感染防止策を徹底させてサー
ビスの提供を継続

・ 基礎疾患を有する者及び妊婦等は、感染した際に重篤化するおそれが高いため、勤務上の配慮を行う

・ サービスの提供に当たっては、サービス提供前後における手洗い、マスクの着用、エプロンの着用、必要時の手袋の着用、咳エ
チケットを徹底。事業所内でもマスクを着用する等、感染機会を減らすための工夫

・ 可能な限り担当職員を分けての対応や、最後に訪問する等の対応

１．感染防止に向けた取組

訪問系

5

定義
(1)情報共有
・報告等

(2)消毒
・清掃等

(3)積極的疫学調
査への協力等

(4)感染者への対応／(5)濃厚接触者への対応

職員 利用者

感染者
医療機関が特定

・ＰＣＲ陽性の者

・利用者等に発生した
場合、速やかに管理
者等に報告し、施設
内で情報共有

・指定権者、家族等に
報告

・主治医及び居宅介護
支援事業所に報告

－

・利用者等に発生
した場合、保健所
の指示に従い、濃
厚接触者の特定に
協力

・可能な限り利用
者のケア記録を提
供等

・原則入院
（症状等によっては自治
体の判断に従う）

・原則入院。高齢者や基礎疾患を有する者等以外の
者については症状等によっては自治体の判断

感染が疑
われる者

施設等が判断

・風邪の症状や37.5
度以上の発熱が２
日程度続いている
者又は強いだるさ
や息苦しさがある
者、医師が総合的
に判断した結果感
染を疑う者
※ＰＣＲ陽性等診断
が確定前の者

・利用者等に発生した
場合、「相談セン
ター」に電話連絡し、
指示を受ける

・速やかに管理者等に
報告し、施設内で情
報共有

・指定権者、家族等に
報告

・主治医及び居宅介護
支援事業所に報告

・利用者等に発生
した場合、当該施
設等において、感
染が疑われる者と
の濃厚接触が疑わ
れる職員を特定

・「相談センター」に電話連絡し、指示を受ける

濃厚接触
者

保健所が特定

・適切な防護無しに
感染者を看護、介
護
・感染者の気道分泌
液等に直接接触

－ － －

・自宅待機を行い、保健
所の指示に従う

・職場復帰時期について
は、発熱等の症状の有
無等も踏まえ、保健所
の指示に従う

・居宅介護支援事業所等が、保健所と相談し、生活
に必要なサービスを確保。その際、保健所とよく相
談した上で、訪問介護等の必要性を再度検討

・検討の結果、必要性が認められ、サービスを提供
することとなる場合には、以下の点に留意

基礎疾患を有する者及び妊婦等は、感染した際に
重篤化するおそれが高いため、勤務上配慮

サービス提供時は、保健所とよく相談した上で、
その支援を受けつつ、訪問時間を可能な限り短く
する等、感染防止策を徹底。サービス提供前後に
おける手洗い、マスクの着用、エプロンの着用、
必要時の手袋の着用、咳エチケットの徹底を行う
と同時に、事業所内でもマスクを着用する等、感
染機会を減らすための工夫

※サービス提供時及び個別ケア等実施時の留意点は
別添のとおり

感染が疑
われる者
との濃厚
接触が疑
われる者

施設等が特定

・適切な防護無しに
「感染が疑われる
者」を看護、介護
・「感染が疑われる
者」の気道分泌液
等に直接接触

－ － －

・発熱等の症状がある場
合は、自宅待機を行い、
保健所の指示に従う

・発熱等の症状がない場
合であっても、保健所
と相談の上、可能な限
りサービス提供を行わ
ないことが望ましい

２．新型コロナウイルス感染症に感染した者等が発生した場合の取組 訪問系

6
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【入所施設・居住系】

＜個別のケア等の実施に当たっての留意点＞
濃厚接触者に対する個別のケア等の実施に当たっては以下の点に留意する。

(ⅰ)食事の介助等
・ 食事介助は、原則として個室で行う
・ 食事前に利用者に対し、（液体）石けんと流水による手洗い等を実施
・ 食器は使い捨て容器を使用するか、または、濃厚接触者のものを分けた上で、熱水洗浄が可能な自動食器洗浄機を使用
・ まな板、ふきんは、洗剤で十分洗い、熱水消毒するか、次亜塩素酸ナトリウム液に浸漬後、洗浄

(ⅱ)排泄の介助等
・ 使用するトイレの空間は分ける
・ おむつ交換の際は、排泄物に直接触れない場合であっても、手袋に加え、マスク、使い捨てエプロンを着用
・ おむつは感染性廃棄物として処理
※ ポータブルトイレを利用する場合の介助も同様とする。（使用後ポータブルトイレは洗浄し、次亜塩素酸ナトリウム液等で処理）

(ⅲ)清潔・入浴の介助等
・ 介助が必要な場合は、原則として清拭で対応する。清拭で使用したタオル等は熱水洗濯機（80℃10分間）で洗浄後、乾燥を行うか、また
は、次亜塩素酸ナトリウム液浸漬後、洗濯、乾燥
・ 個人専用の浴室で介助なく入浴ができる場合は、入浴を行ってもよい。その際も、必要な清掃等を実施

(ⅳ)リネン・衣類の洗濯等
・ 当該利用者のリネンや衣類については、その他の利用者と必ずしも分ける必要はないが、熱水洗濯機（80℃10分間）で処理し、洗浄後乾
燥させるか、または、次亜塩素酸ナトリウム液浸漬後、洗濯、乾燥
・ 当該利用者が鼻をかんだティッシュ等のゴミの処理は、ビニール袋に入れて感染性廃棄物として処理

別添

7

【訪問系】

＜サービス提供にあたっての留意点＞
・ 自身の健康管理に留意し、出勤前に各自で体温を計測して、発熱や風邪症状等がある場合は出勤しない
・ 濃厚接触者とその他の利用者の介護等に当たっては、可能な限り担当職員を分けての対応や、最後に訪問する等の対応
・ 訪問時間を可能な限り短くできるよう工夫。やむを得ず長時間の見守り等を行う場合は、可能な範囲で当該利用者との距離を保つように
工夫
・ 訪問時には、換気を徹底
・ ケアに当たっては、職員は使い捨て手袋とマスクを着用。咳込みなどがあり、飛沫感染のリスクが高い状況では、必要に応じてゴーグル、
使い捨てエプロン、ガウン等を着用
・ 体温計等の器具については、消毒用体温計等の器具については、消毒用エタノールで清拭
・ サービス提供開始時と終了時に、（液体）石けんと流水による手洗いまたは消毒用エタノールによる手指消毒を実施。手指による手指消
毒を実施。手指消毒の前に顔（目・鼻・口）を触らないように注意。「１ケア１手洗い」、「ケア前後の手洗い」を基本とする

＜個別のケア等の実施に当たっての留意点＞
濃厚接触者に対する個別のケア等の実施に当たっては以下の点に留意すること。

(ⅰ)食事の介助等
・ 食事前に利用者に対し、（液体）石けんと流水による手洗い等を実施
・ 食事は使い捨て容器を使用するか、自動食器洗浄器の使用、または、洗剤での洗浄を実施
・ 食事の準備等を短時間で実施できるよう工夫

(ⅱ) 排泄の介助等
・ おむつ交換の際は、排泄物に直接触れない場合であっても、手袋に加え、マスク使い捨てエプロンを着用

(ⅲ) 清潔・入浴の介助等
・ 介助が必要な者（訪問入浴介護を利用する者を含む）については、原則清拭で対応する。清拭で使用したタオル等は、手袋とマスクを着
用し、一般定な家庭用洗剤で洗濯し、完全に乾燥させる

(ⅳ) 環境整備
・ 部屋の清掃を行う場合は、手袋を着用し、消毒用エタノールで清拭。または、次亜塩素酸ナトリウム液で清拭後、湿式清掃し、乾燥。な
お、次亜塩素酸ナトリウム液を含む消毒薬の噴霧については、吸引すると有害であり、効果が不確実であることから行わないこと。トイレ
のドアノブや取手等は、消毒用エタノールで清拭、または、次亜塩素酸ナトリウム液（0.05％）で清拭後、水拭きし、乾燥

別添
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（参考） 

 

 

社会福祉施設等における新型コロナウイルスへの対応に係る事務連絡等 

 

社会福祉施設等が提供する各種サービスは、利用者の方々やその家族の生活を継続す

る上で欠かせないものであり、十分な感染防止対策を前提として、利用者に対して必要

な各種サービスが継続的に提供されることが重要である。利用者への各種サービスの提

供に当たっては、次の（１）から（９）までの事項について十分に理解した上で、適切

に対応いただきたい。 

  

（１）基本的な事項 

新型コロナウイルス感染症の感染防止対策（咳エチケット、手洗い、アルコー

ル消毒等）、流行地域からの帰国者等の取扱い、新型コロナウイルス感染症が発

生した場合の対応等については、次の事務連絡を参照すること。 

・ 社会福祉施設等における新型コロナウイルスへの対応について（その２）（令

和２年２月 14 日厚生労働省子ども家庭局総務課少子化総合対策室ほか連名事

務連絡）【参考１－１】 

・ 社会福祉施設等の利用者等に新型コロナウイルス感染症が発生した場合等の

対応について（令和２年２月 18 日厚生労働省健康局結核感染症課ほか連名事

務連絡）【参考１－２】 

 ・ 「社会福祉施設等の利用者等に新型コロナウイルス感染症が発生した場合等

の対応について（令和２年２月 18日付事務連絡）」に関するＱ＆Ａについて（令

和２年２月 21日厚生労働省健康局結核感染症課ほか連名事務連絡）【参考１－

３】 

・ 社会福祉施設等における新型コロナウイルスへの対応の徹底について（令和

２年２月 23日厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課ほか連名事務連絡）【参考１

－４】 

・ 社会福祉施設等における新型コロナウイルスへの対応について（令和２年３

月 19日現在）（令和２年３月 19日厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課ほか事

務連絡）【参考１－５】 

・ 「新型コロナウイルス感染症の軽度者等に係る宿泊療養及び自宅療養の対象

並びに自治体における対応に向けた準備について」等の周知について（令和２

年４月３日厚生労働省健康局結核感染症課ほか事務連絡）【参考１－６】 

 

（２）感染拡大防止に関する事項 

職員や利用者の体温計測及び発熱等の症状がある場合の対応、面会制限や委託

業者等への対応等、感染拡大防止のための対応については、次の事務連絡等を参

照すること。 

・ 社会福祉施設等（入所施設・居住系サービスに限る。）における感染拡大防止

のための留意点について（令和２年２月 24 日厚生労働省健康局結核感染症課

ほか連名事務連絡）【参考２－１】 

・ 社会福祉施設等（入所施設・居住系サービスを除く。）における感染拡大防止

のための留意点について（令和２年２月 24 日厚生労働省健康局結核感染症課

ほか連名事務連絡）【参考２－２】 

・ 新型コロナウイルス感染症に係る医療的ケアを必要とする児童への対応につ

いて（令和２年２月 25 日厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課

事務連絡）【参考２－３】 

・ 認知症対応型共同生活介護事業所における新型コロナウイルス感染症の感染

拡大防止のための対応について（令和２年２月 27 日厚生労働省老健局総務課

認知症施策推進室事務連絡）【参考２－４】 

・ 有料老人ホーム等における新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため

の対応について（令和２年２月 27 日厚生労働省老健局高齢者支援課、国土交

通省住宅局安心居住推進課連名事務連絡）【参考２－５】 

・ 共同生活援助事業所における新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のた

めの対応について（令和２年２月 28 日厚生労働省社会・援護局障害保健福祉

部障害福祉課地域生活支援推進室事務連絡）【参考２－６】 

・ 福祉型障害児入所施設における新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の

ための対応について（令和２年２月 28 日厚生労働省社会・援護局障害保健福

祉部障害福祉課障害児・発達障害者支援室事務連絡）【参考２－７】 

・ 新型コロナウイルス感染症に対する感染管理（2020 年２月 21 日国立感染症

研究所、国立国際医療研究センター国際感染症センター）【参考２－８】 

・ 介護予防・日常生活支援総合事業等における新型コロナウイルスへの対応に

ついて（令和２年３月３日厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室ほか事務

連絡）【参考２－９】 

・  市町村が措置を行う場合における新型コロナウイルスの感染拡大防止のた

めの対応について（令和２年３月６日厚生労働省老健局総務課認知症施策推進

室ほか事務連絡）【参考２－10】 

・ 社会福祉施設等における感染拡大防止のための留意点について（令和２年３

月６日厚生労働省健康局結核感染症課ほか事務連絡）【参考２－11】 

・ 「社会福祉施設等（入所施設・居住系サービスに限る。）における感染拡大防

止のための留意点について（令和２年２月 24日付事務連絡）」に関するＱ＆Ａ

について（令和２年３月６日厚生労働省健康局結核感染症課ほか事務連絡）【参

考２－12】 

・ 社会福祉施設等職員に対する「新型コロナウイルスの集団感染を防ぐために」

の周知について（令和２年３月９日厚生労働省子ども家庭局総務課少子化総合

対策室ほか事務連絡）【参考２－13】 

・ 「社会福祉施設等における感染拡大防止のための留意点について（令和２年 

３月６日付事務連絡）」に関するＱ＆Ａについて（令和２年３月 16日厚生労働

省健康局結核感染症課ほか事務連絡）【参考２－14】 

・ 社会福祉施設等における感染拡大防止のための取組の徹底について（令和２

年３月 19日厚生労働省健康局結核感染症課ほか事務連絡）【参考２－15】 

・ 社会福祉施設等職員に対する新型コロナウイルス集団発生防止に係る注意喚

起の周知について（令和２年３月 25 日厚生労働省子ども家庭局総務課少子化
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総合対策室ほか事務連絡）【参考２－16】 

・ 社会福祉施設等に対する「新型コロナウイルス対策 身のまわりを清潔にしま

しょう。」の周知について（令和２年３月 31日厚生労働省子ども家庭局総務課

少子化総合対策室ほか事務連絡）【参考２－17】 

 

（３）職員の確保に関する事項 

職員の確保が困難な場合の対応については、次の事務連絡を参照すること。 

・ 社会福祉施設等における職員の確保について（令和２年２月 17日厚生労働省

子ども家庭局総務課少子化総合対策室ほか連名事務連絡）【参考３】 

 

（４）衛生用品の確保に関する事項 

マスク、アルコール消毒等の衛生用品については、次の事務連絡を参照するこ

と。 

・ 新型コロナウイルスに関連した感染症の発生に伴うマスク・消毒用アルコー

ル等の高齢者施設等への供給について（令和２年２月 21 日厚生労働省医政局

経済課ほか連名事務連絡）【参考４－１】 

・ 高齢者施設等におけるマスク・消毒用アルコール等に係る充足状況の把握に

ついて（依頼）（令和２年３月４日厚生労働省医政局経済課ほか連名事務連絡）

【参考４－２】 

・ 各都道府県等におけるマスク・消毒用アルコール等の備蓄状況及び高齢者施

設等に対する対応状況の把握について（依頼）（令和２年３月４日厚生労働省

医政局経済課ほか連名事務連絡）【参考４－３】 

・ 都道府県等におけるマスク･消毒用アルコール等の備蓄の積極的放出につい

て（依頼）（令和２年３月 12日厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室ほか

連名事務連絡）【参考４－４】 

・ 新型コロナウイルスに関連した感染症の発生に伴う手指消毒用エタノール 

の優先供給について（令和２年３月 13 日厚生労働省医政局経済課ほか連名事

務連絡）【参考４－５】 

・ 都道府県等におけるマスク･消毒用アルコール等の備蓄の積極的放出につい

て（依頼）（令和２年３月 13日厚生労働省子ども家庭局総務課少子化総合対策

室ほか連名事務連絡）【参考４－６】 

・ 介護施設等に対する布製マスクの配布について（令和２年３月 18日厚生労働

省医政局経済課（マスク等物資対策班）ほか連名事務連絡）【参考４－７】 

・ 高齢者施設・事業所等に対する布製マスクの具体的な配布方法について（令

和２年３月 19 日厚生労働省医政局経済課（マスク等物資対策班）ほか連名事

務連絡）【参考４－８】 

・ 「布製マスクの配布に関する電話相談窓口」の設置等について（令和２年３

月 25 日厚生労働省医政局経済課（マスク等物資対策班）ほか連名事務連絡）

【参考４－９】 

・ 医療機関等における手指消毒用エタノールの代替品としての特定アルコール

（高濃度エタノール）の希望調査について（令和２年３月 30 日厚生労働省医

政局経済課ほか連名事務連絡）【参考４－10】 

・ 新型コロナウイルス感染症に関連した感染症拡大防止のための衛生・防護用

品の備蓄と社会福祉施設等に対する供給について（令和２年４月７日厚生労働

省医政局経済課ほか連名事務連絡）【参考４－11】 

 

（５）要介護認定に関する事項 

新型コロナウイルス感染症に係る要介護認定の臨時的な取扱いについては、次

の事務連絡を参照すること。 

・ 新型コロナウイルス感染症に係る要介護認定の臨時的な取扱いについて（令

和２年２月 18日厚生労働省老健局老人保健課事務連絡）【参考５－１】 

・ 新型コロナウイルス感染症に係る要介護認定の臨時的な取扱いについて（そ

の２）（令和２年２月28日厚生労働省老健局老人保健課事務連絡）【参考５－２】 

・ 新型コロナウイルス感染症に係る要介護認定の臨時的な取扱いについて（そ

の３）（令和２年３月13日厚生労働省老健局老人保健課事務連絡）【参考５－３】 

・ 新型コロナウイルス感染症に係る要介護認定の臨時的な取扱いについて（そ

の４）（令和２年４月７日厚生労働省老健局老人保健課事務連絡）【参考５－４】 

 

（６）介護サービス事業所等の人員、施設・設備及び運営基準等の臨時的な取扱いに

関する事項 

介護報酬、人員、施設・設備及び運営基準等の臨時的な取扱いについては、次

の事務連絡を参照すること。 

・ 新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨時的

な取扱いについて（令和２年２月 17日厚生労働省老健局総務課認知症施策推進

室ほか連名事務連絡）【参考６－１】 

・ 新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨時的

な取扱いについて（第２報）（令和２年２月 24 日厚生労働省老健局総務課認知

症施策推進室ほか連名事務連絡）【参考６－２】 

・ 新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨時的

な取扱いについて（第３報）（令和２年２月 28 日厚生労働省老健局総務課認知

症施策推進室ほか連名事務連絡）【参考６－３】 

・ 新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨時的

な取扱いについて（第４報）（令和２年３月６日厚生労働省老健局総務課認知症

施策推進室ほか連名事務連絡）【参考６－４】 

・ 新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨時的

な取扱いについて（第５報）（令和２年３月 26 日厚生労働省老健局総務課認知

症施策推進室ほか連名事務連絡）【参考６－５】 

・ 新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨時的

な取扱いについて（第６報）（令和２年４月７日厚生労働省老健局総務課認知症

施策推進室ほか連名事務連絡）【参考６－６】 

 

 

（７）障害福祉サービス事業所等の人員、施設・設備及び運営基準等の臨時的な取扱

いに関する事項 
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障害福祉サービス等報酬、人員、施設・設備及び運営基準等の臨時的な取扱い

については、次の事務連絡を参照すること。 

・ 新型コロナウイルスへの対応に伴う就労継続支援事業の取扱い等について

（令和２年２月 20日厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課事務連

絡）【参考７－１】 

・ 新型コロナウイルス感染症に係る障害福祉サービス等事業所の人員基準等の

臨時的な取扱いについて（第２報）（令和２年２月 20日厚生労働省社会・援護

局障害保健福祉部障害福祉課事務連絡）【参考７－２】 

・ 新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に係る障害者（児）への相談支援

の実施等について（令和２年２月 25日厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部

障害福祉課事務連絡）【参考７－３】 

・ 新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての放課後

等デイサービス事業所等の対応について（令和２年２月 27日厚生労働省社会・

援護局障害保健福祉部障害福祉課事務連絡）【参考７－４】 

・ 新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての放課後

等デイサービス事業所等の対応について（その２）（令和２年２月 28日厚生労

働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課事務連絡）【参考７－５】 

・ 新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての放課後

等デイサービス事業所等の対応について（その３）（令和２年２月 28日厚生労

働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課事務連絡）【参考７－６】 

・ 新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に係る相談支援専門員等研修の臨

時的な取扱いについて（令和２年２月 28日厚生労働省社会・援護局障害保健福

祉部障害福祉課事務連絡）【参考７－７】 

・ 新型コロナウイルスへの対応に伴う就労継続支援事業の取扱い等について

（第２報）（令和２年２月 28日厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福

祉課事務連絡）【参考７－８】 

・ 新型コロナウイルス感染症防止のための小学校等の臨時休業に関連した放課

後等デイサービスに係るＱ＆Ａについて（令和２年３月３日厚生労働省社会・

援護局障害保健福祉部障害福祉課事務連絡）【参考７－９】 

・ 新型コロナウイルス感染症に係る障害支援区分の認定等の臨時的な取扱いに

ついて（令和２年３月５日厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課

ほか連名事務連絡）【参考７－10】 

・ 新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての放課後

等デイサービス事業所等の対応について（その４）（令和２年３月６日厚生労働

省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課事務連絡）【参考７－11】 

・ 新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての放課後

等デイサービス事業所等への財政支援制度について（令和２年３月６日厚生労

働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課事務連絡）【参考７－12】 

・ 新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての重症心

身障害児や医療的ケア児等の受け入れについて（令和２年３月６日厚生労働省

社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課事務連絡）【参考７－13】 

・ 新型コロナウイルスへの対応に伴う就労継続支援事業の取扱い等について

（第３報）（令和２年３月９日厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉

課事務連絡）【参考７－14】 

・ 新型コロナウイルス感染症に係る障害福祉サービス等事業所の人員基準等の

臨時的な取扱いについて（第３報）（令和２年３月 10日厚生労働省社会・援護

局障害保健福祉部障害福祉課事務連絡）【参考７－15】 

・ 新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての放課後

等デイサービス事業所等の対応について（その５）（令和２年３月 13日厚生労

働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課事務連絡）【参考７－16】 

・ 新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての放課後

等デイサービス事業所等の対応について（その６）（令和２年３月 19日厚生労

働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課事務連絡）【参考７－17】 

・ 訪問系サービスにおける新型コロナウイルス感染症への対応について（令和

２年３月 19 日厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課事務連絡）

【参考７－18】 

・ 新型コロナウイルス感染症防止のための小学校の臨時休業に関連した放課後

等デイサービスに係るＱ＆Ａについて（３月 24日版）（令和２年３月 24日厚生

労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課事務連絡）【参考７－19】 

・ 障害者支援施設における感染拡大防止と発生時の対応について（令和２年３

月 30日厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課事務連絡）【参考７

－20】 

・ 学校の教育活動再開に関連しての放課後等デイサービス事業所等の対応につ

いて（令和２年３月 31日厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課事

務連絡）【参考７－21】 

・ 新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての児童通

所支援事業所の対応について（令和２年４月２日厚生労働省社会・援護局障害

保健福祉部障害福祉課事務連絡）【参考７－22】 

・ 新型コロナウイルス感染症に係る医療的ケアを必要とする児童への対応につ

いて（その２）（令和２年４月３日厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害

福祉課事務連絡）【参考７－23】 

 

 （８）児童福祉施設等の人員配置基準等の取扱いについては、次の事務連絡を参照す

ること。 

・ 新型コロナウイルス感染症に係る児童入所施設等の人員基準等の臨時的な取

扱いについて（令和２年２月 18 日厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課事務連

絡）【参考８－１】 

・ 新型コロナウイルス感染症に係る児童自立支援施設通所及び児童心理治療施

設通所部の臨時的な取扱いについて（令和２年２月 20 日厚生労働省子ども家

庭局家庭福祉課事務連絡）【参考８－２】 

・ 新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての児童養

護施設等の対応について（令和２年２月 28 日厚生労働省子ども家庭局家庭福

祉課事務連絡）【参考８－３】 

・  社会的養護処遇改善加算の研修受講要件の取扱いについて（令和２年３月 18
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日厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課事務連絡）【参考８－４】 

 

 （９）その他の事項 

   （１）～（８）以外に関する事項について、事務連絡は下記の通りである。 

   ・ 新型コロナウイルス感染症対応に係る介護報酬等の請求（３月提出分及び４月提

出分）の取扱いについて（依頼）（令和２年３月５日厚生労働省老健局総務課認知

症施策推進室ほか事務連絡）【参考９－１】 

   ・ 新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に伴う緊急一時的な障

害児の受入れについて（令和２年３月６日厚生労働省社会・援護局保健福祉部障害

福祉課ほか事務連絡）【参考９－２】 

   ・ 介護サービス事業所に休業を要請する際の留意点について（令和２年３月６日厚

生労働省健康局結核感染症課ほか事務連絡）【参考９－３】 

   ・ 「新型コロナウイルス感染症に関する緊急対応策－第２弾－」の周知について（令

和２年３月 10 日厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室ほか事務連絡）【参考

９－４】 

   ・ 新型コロナウイルス感染症防止のための小学校等の臨時休業に関連した介護施

設・事業所内保育施設の活用について（令和２年３月 10日厚生労働省社会・援護

局福祉基盤課福祉人材確保対策室ほか事務連絡）【参考９－５】 

   ・ 新型コロナウイルス感染症の発生及び感染拡大による影響を踏まえた社会福祉

施設等を運営する中小企業・小規模事業者への対応について（周知）（令和２年３

月 17日厚生労働省労働基準局監督課ほか事務連絡）【参考９－６】 

   ・ 新型コロナウイルス感染症の拡大防止と介護予防の取組の推進について（令和２

年３月 19日厚生労働省老健局振興課ほか事務連絡）【参考９－７】 

   ・ セーフティネット保証５号の対象業種（ 社会福祉施設等関連）の指定について

（令和２年３月 24日厚生労働省子ども家庭局総務課少子化総合対策室ほか事務連

絡）【参考９－８】 

   ・ 新型コロナウイルス感染症の拡大防止と介護予防の取組の推進について（その２）

（令和２年３月 27日厚生労働省老健局振興課ほか事務連絡）【参考９－９】 

   ・ セーフティネット保証５号対象業種（老人福祉・介護関係）の追加指定について

（令和２年３月 31日厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室ほか事務連絡）【参

考９－10】 

   ・ 介護サービス事業所に休業を要請する際の留意点について（その２）（令和２年

４月７日厚生労働省健康局結核感染症課ほか事務連絡）【参考９－11】 

 

 

  

 

  

（認可外保育施設に関するお問い合わせ） 

  厚生労働省子ども家庭局総務課少子化総合対策室 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線４８３８） 

 

（保育所等に関するお問い合わせ） 

  厚生労働省子ども家庭局保育課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線４８５４，４８５３） 

 

 （児童福祉施設等に関するお問い合わせ） 

厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線４８６８） 

厚生労働省子ども家庭局母子保健課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線４９７６、４９７７） 

 

（子育て援助活動支援事業、放課後児童クラブに関するお問い合わせ） 

厚生労働省子ども家庭局子育て支援課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線４９６６） 

 

（保護施設に関するお問い合わせ） 

厚生労働省社会・援護局保護課 

ＴＥＬ：０３―５２５３－１１１１（内線２８３３） 

 

（障害福祉サービス事業所等に関するお問い合わせ） 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３１４８） 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３０２２） 

 

（介護保険サービスに関するお問い合わせ） 

・介護老人福祉施設、特定施設入居者生活介護等について 

厚生労働省老健局高齢者支援課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３９２９、３９７１） 

・訪問介護、通所介護、居宅介護支援、小規模多機能型居宅介護等について 

・認知症対応型共同生活介護、認知症対応型通所介護等について 

厚生労働省老健局振興課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３９３７、３９７９） 

・介護老人保健施設、介護医療院、介護予防通所リハビリ等について 

厚生労働省老健局老人保健課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３９４８、３９４９） 
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石川県長寿社会課ホームページに掲載 

＜高齢者施設における防災計画作成指針の改訂について＞ 

http://www.pref.ishikawa.lg.jp/ansin/wam/tuuchi/tuuchi_287.html 

 

 

高齢者施設における 

防災計画作成指針＜抜粋＞ 

                

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 25 年１月 

石川県健康福祉部 
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第１章 はじめに 

 

１ 防災計画について 

 

  県では、高齢者施設等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例 注）に

おいて、高齢者施設等は、「入所者（利用者）の特性、当該施設の周辺地域の環境等

を踏まえ、火災、地震、津波、風水害等の非常災害の種類に応じて、当該非常災害

が発生した場合における入所者（利用者）の安全の確保のための体制、避難の方法

等を定めた計画を策定し、定期的に職員（従業者）に周知しなければならない。」と

定めています。 

  また、「石川県地域防災計画」では、高齢者施設を含む社会福祉施設に対して、具

体的な防災計画を定め平素から災害に備えておくことを求めています。 

  高齢者施設の入居者及び利用者（以下「入居者等」という。）の生命を守るため、

日頃から災害対策に取り組むことは、社会福祉施設として重大な責任です。そのた

めにも、施設の実情に応じた「具体的な防災計画」を定め、施設職員の役割分担、

動員計画、緊急連絡体制を明確化しておくことが重要です。 

  本指針は、各施設が防災計画に盛り込むべき事項を検討・検証し、より実効性の

高い計画を作成するための参考として示すものであり、各施設の実情に応じた防災

計画の作成・見直し等に活用してください。 

  なお、本指針における高齢者施設とは、特別養護老人ホーム（指定介護老人福祉

施設）、介護老人保健施設、養護老人ホーム、軽費老人ホーム、指定居宅サービス事

業所、指定地域密着型サービス事業所、有料老人ホーム等を指します。 

 

 注）この節における高齢者施設等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条 

例とは、以下の条例をいう。（平成 24 年 12 月 27 日公布、平成 25 年 4 月 1 日施行） 

  ・軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例 

・養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例 

・特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例 

・指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例 

・指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める

条例 

・指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例 

・介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例 
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２ 防災計画の作成に当たって 

 

  防災計画は、災害発生時における職員の役割分担や基本行動等について、あらか

じめ定めておくものです。実際に災害が発生した場合に役に立つものでなければな

らず、その内容を職員が十分に理解していなければなりません。 

  以下の事項に留意し、いざという時に役立つ防災計画を作成しましょう。 

  参考：Ｐ67 災害対策チェックシート 

 

（１）人命の安全 

   防災計画を作成する目的は、第一に人命を守ることにあります。防災計画の作

成に当たっては、人命を守ることを最優先とし、職員が適切に行動できるよう作

成してください。 

 

（２）内容の簡潔化、明確化 

   防災計画は、作成の目的や行動の方針を明確にし、簡潔、明瞭な文章で作成し

てください。 

   緊急時に使用することから、「箇条書きにする」、「図表を用いる」等の工夫をし、

シンプルかつ具体的なものとしてください。 

 

（３）意見の集約 

   防災計画を作成するに当たっては、様々な視点から災害に対する対策を立てる

必要があるため、多くの職種、部門の職員から意見を聴取したうえで、作成する

ようにしてください。 

 

（４）想定する災害 

   災害には、地震、津波、風水害等の様々なものがあります。防災計画は、施設

の周辺地域の環境等を踏まえ様々な災害を想定したうえで、それらの対策につい

て定めてください。 

 

（５）入居者等の心身の状況の把握 

   高齢者施設においては、元気な方から要介護状態の方まで心身の状況がそれぞ

れ異なることから、各施設においては、入居者等の心身の状況を把握するととも

に、その状況に合わせた適切な情報伝達や避難方法等を定めてください。 

 

（６）防災計画の不断の見直し 

   防災計画は、防災訓練の結果や他の地域での災害時の状況を踏まえて、常に点

検や見直しを行い、最新のものとしておいてください。 
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第２章 平常時の災害対策（災害予防） 

   

６ 防災訓練の実施 

 

緊急時に安全かつ迅速な避難を実現するためには、日頃からの訓練が必要です。 

（１）各種災害を想定した防災訓練の実施 

   地震、津波、風水害等様々な災害の具体的な規模を想定して、防災訓練を行う

ことが必要です。職員一人ひとりの役割分担を明確にし、年間を通じた訓練計画

を作成し、実施してください。   

なお、訓練の実施に当たっては、下記の点に留意し、普段からの意識の向上に

積極的に取り組みましょう。 

  ① 様々な場面を想定し、安全に避難できる態度や能力を身につけられるよう、

実践的な訓練を計画する 

② 各職員が計画の内容や役割分担等について協議し、確認する 

③ 家族等や地域と連携した訓練を計画する 

④ 入居者等自身が自分の身を守る訓練等を実施する 

⑤ 職員が少ない夜間等の時間帯での対応を想定した訓練を実施する 

⑥ 訓練実施後、課題や問題点等を検証し、見直し・改善を絶えず行う 

⑦ 新聞、災害関連ホームページ等から最新の情報を収集し、訓練に活かす 

  ⑧ 避難経路を施設外活動のルートに設定する等、日常生活へ取り入れる 

  ⑨ 地元の自主防災組織、町内会等と合同で、災害時を想定した防災訓練を計画

する 

 

ひとくちメモ 

訓練は やりっぱなしで 終わらない 

 

 防災訓練は実施するだけでなく、その後の見直しと評価が必須です。例えば、 

避難に要した時間等を記録し、時間の短縮や効率化を目指していくことが重要 

です。 

 特に、災害時には速やかな行動が求められるため、反復した防災訓練の実施が 

特に重要です。実施後はミーティング等で改善点を洗い出し、今後に活かしま 

しょう。 

 

（２）職員への防災意識向上  

   入居者等の生命を守り、被害を最小限にくいとめるためには、個々の職員が防

災に対する知識をもち、実践的な訓練や研修等により、自らの対応力や防災教育

に関する指導力を高めることが必要です。下記のような取り組みにより、普段か

らの職員の意識の向上に積極的に取り組みましょう。  

  ① 防災に関する研修会等への参加  

  ② ＡＥＤを含む心肺蘇生法等の応急手当に関する研修への参加  
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（３）防災計画等の不断の見直し  

   防災訓練実施後に、防災計画等の内容について、常に見直しを図り、最新のも

のとしておくとともに、日頃から備品等の安全点検を行う等、随時見直しを図り、

改善してください。 

  ① 防災訓練の結果等を踏まえた防災計画の不断の見直し  

  ② 備品等の転倒防止対策の不断の見直し  

  ③ 備蓄品の不断の見直し  

  ④ 連絡体制等の不断の見直し  

  ⑤ 避難場所等・経路の不断の見直し 

  ⑥ テレビ、ラジオ、携帯電話等の災害・避難情報の入手手段の検討・確認 

  ⑦ 新聞、災害関連ホームページ等から最新の情報を収集し、計画の見直しに活

かす 
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７ 地域の関係機関や住民等との協力体制の構築  

 

  災害発生時には、様々な支援が必要となるため、市町や消防機関、近隣の病院、

診療所、社会福祉施設等と連携をとり、いざという時に協力が得られる体制を構築

しておくことが必要です。 

  また、安全で確実な入居者等の避難につなげるためにも、以下のような活動を通

し、日頃から地域住民に施設の存在を知っていただくことが重要です。  

（１）地域防災訓練への参加  

   地域とのコミュニケーションを図り、また災害発生時の連携を検討するために

も、地域の防災訓練には積極的に参加しましょう。  

 

（２）地域への協力要請  

   地元との災害時の協力関係の確立のため、施設と近隣のボランティアや地元の

自主防災組織や町内会の間で、災害時の支援の提供について承諾を得られるよう

に、日頃から相談しましょう。地域が独自に避難計画や消防計画を作っている場

合は、計画の中に施設を組み入れてもらい、避難や消防活動に協力してもらえる

ようにすることが有効です。  

また、付近の企業や学校とも連携を図れるようにしておくことも重要です。  

さらに、災害により施設が使用不能となった場合に備え、市町に受入れ先のあ

っせんを依頼する等、他の施設との受入れに関する協定の締結等を検討すること

も重要です。  

 

（３）地域の行事への積極的参加  

   地域における行事へ積極的に参加し、また、施設における行事に地域の方々を

招待する等、地域の方々との交流や情報交換に努め、施設に対する理解を深めて

いただくよう努めましょう。  

 

（４）地域の安心拠点  

   施設が使用できる場合は、社会福祉施設等の使命として、地域の安心拠点とし

て救援活動を行うよう努めましょう。  

  その際、防災活動の順位は次のとおり 

と考えられます。  

  第一に、施設内入居者等の救護 

  第二に、地域の被災者への救援活動  
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1

令和２年度虐待防止法に基づく
対応状況調査結果（厚生労働省）

養介護施設従事者等によるもの 養護者によるもの

虐待判断件数 相談・通報件数 虐待判断件数 相談・通報件数

令和２年度 ５９５件 ２，０９７件 １７，２８１件 ３５，７７４件

令和元年度 ６４４件 ２，２６７件 １６，９２８件 ３４，０５７件

増減
（増減率）

－４９件
(-7.6%)

－１７０件
(-7.5%)

３５３件
(2.1%)

１，７１７件
(5.0%)

相談・通報件数と虐待判断事例数
（令和２年度厚労省調査結果より）

273
379 451 408

506
687 736

962
1120

1640
1723

1898

2187
2267

2097

54 62 70 76 96 151 155 221
300

408 452 510
621 644 595

0

500

1000

1500

2000

2500

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

相談・通報件数

虐待判断件数

養介護施設従事者等によるもの(件)
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2

虐待があった施設・事業所の種別

特別養護老人

ホーム

168件
28.2%

有料老人ホーム

161件
27.1%

グループホーム

83件
13.9%

老健

50件
8.4%

訪問介護等
31件 5.2%

通所介護等
30件 5.0% その他

72件
12.2%

虐待の種別の割合（複数回答）

57.5

19.2

27.1

5.4 5.8

60.1

20.0

29.2

5.4 3.9

52.0

23.9 26.1

12.1

4.8 

0

10

20

30

40

50

60

70

身体的虐待 介護等放棄 心理的虐待 性的虐待 経済的虐待

H30

R1

R2

(％)
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3

虐待の発生要因（複数回答）

48.7 

22.2 

17.1 

14.6 

10.6 

9.6 

3.2 

0 10 20 30 40 50 60 70 80

教育・知識・介護技術等に関する問題

虐待を助長する組織風土や職員間の関係の悪さ、

管理体制等

職員のストレスや感情コントロールの問題

倫理観や理念の欠如

人員不足や人員配置の問題及び関連する多忙さ

虐待を行った職員の性格や資質の問題

その他

（％）
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石川県長寿社会課 

 

高齢者虐待の防止に向けた体制整備について 

 

 高齢者虐待の防止に関して、県では基準条例（指定居宅サービス等の事業の人員、設備

及び運営に関する基準等を定める条例など）等において、人権擁護・虐待防止のための責

任者の設置や、職員研修を実施、運営規程の中に虐待の防止のための措置に関する事項を

定めることや、指針の整備や委員会を開催し、担当者を定めることなどが定められていま

す（令和６年３月３１日まで努力義務）。 

 県では毎年度、高齢者の虐待防止を目的とした各種研修を実施しております。 

事業者の皆さまにおかれましては、積極的に事業所職員に研修を受講させるようお取り

計らいいただくとともに、そこで学んだ研修内容について、法人内・事業所内で情報共有

するための伝達研修を行うなど、虐待防止のための体制整備に取り組んでいただきますよ

うお願いいたします。 

 なお、県では、そのような取組について、実地指導などを通して確認することにしてお

ります。 

 

（参考）県が実施している高齢者の虐待防止を目的とした研修 

 ・介護職員向け高齢者虐待防止研修会 

 ・施設管理者向け高齢者虐待防止研修会 

 ・虐待防止・在宅介護家族支援スキルアップ研修 

 

 

 

指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（抜粋） 

(指定居宅サービスの事業の一般原則) 

第三条  

3 指定居宅サービス事業者は、利用者の人権の擁護、利用者に対する虐待の防止等のため、責任者を設置

する等必要な体制の整備を行うとともに、その従業者に対し、研修を実施する等の措置を講じなければ

ならない。 

(運営規程) 

第三十条 指定訪問介護事業者は、指定訪問介護事業所ごとに、事業の運営に関する次に掲げる重要事項を 

定めた規程（以下この章において「運営規程」という。）を定めておかなければならない。 

  七 虐待の防止のための措置に関する事項 

(虐待の防止) 

第四十条の二 指定訪問介護事業者は、虐待の発生又はその再発を防止するため、次に掲げる措置を講じな 

ければならない。 

一 当該指定訪問介護事業所における虐待の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置その他 

の情報通信機器（以下「テレビ電話装置等」という。）を活用して行うことができるものとする。）を定 

期的に開催するとともに、その結果について、訪問介護員等に周知徹底を図ること。 

 二 当該指定訪問介護事業所における虐待の防止のための指針を整備すること。 

 三 当該指定訪問介護事業所において、訪問介護員等に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施す 

ること。 

 四 前三号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。  
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